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模擬燃料体の部分装荷に係るコメント一覧 

No. コメント内容

第 25 回もんじゅ安全監視チーム会合時のコメント 

1 部分装荷における影響の洗い出しについては、燃料取出し作業に限定せず、広範

囲に行って、検討項目に抜けが無いようにすること。 

2 評価手法の妥当性は、実験と解析の比較に基づいている。『解析により実験を再

現できたと』と判断した場合の根拠や考え方を説明すること。 

3 炉心構成要素単体及び群振動としての振動モードは、衝突あるいは跳び上がりの

有無、フル装荷から部分装荷とすることにより変化すると思われる。これらをど

こまで正確に模擬しているのか説明すること。 

4 実験では X 方向単独加振のみであり、衝撃力の計測も X 方向しか測定されてい

ない。X、Y 同時加振の場合は挙動が複雑になると思われるが、本評価手法は十

分確認できるのか、説明すること。 

跳び上がり量について、加振方向（X方向、X-Y 方向）との関係を説明するこ

と。 

5 上下変位応答の検証にあたり、実寸大試験体系と 37 体群体系で水中と気中の跳

び上がり量の傾向が逆転していることの理由を説明すること。 

6 32 体列体系、127 体群体系、313 体群体系でも跳び上がり挙動に係る実験を行っ

ているのであれば、その実験の条件、結果、考察などを説明すること。 

7 各実験装置の試験体は JSFR における燃料要素を模擬しているため、この手法を

もんじゅ体系に適用するにあたり、炉心構成要素の種類、振動特性や物性等に関

する相違をどのように考慮したのか説明すること。また、評価手法に組み込まれ

ている物性値は試験体に基づく実測値が含まれるが、もんじゅへの適用にあたり

同じ項目の測定データを取得したのか、説明すること。 

8 群振動の入力条件となる炉心支持板の地震時時刻歴応答について、その評価手法

やモデルと合わせて、その時刻歴データについても具体的に示すこと。 

また、これに対する実験体系の入力条件に関する妥当性を説明すること。 

9 もんじゅ部分装荷状態に関する評価に関し、313 体群体系で部分装荷を模擬した

実験を実施しているのか。実施しているのであればその内容を説明すること。 

10 跳び上がり量を判断基準と比較する際に、考慮するべき誤差や不確かさの項目、

値を説明すること。 

11 炉心支持板から燃料体/模擬体への上下方向の地震動は全て同位相で入力してい

るが、これは実機とは異なる状態である。この影響について保守側となっている

かどうかを説明すること。 

12 フル装荷／千鳥装荷で、炉心支持板の上に乗っている集合体の数が変わることで

赤枠内は機微情報につき公開できません。 
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No. コメント内容 

炉心支持板にかかる荷重重量が変わり、炉心支持板の地震時応答性が異なってく

る。この観点でどちらが保守側か説明すること。 

13 千鳥では、炉心の流量配分が変わってくる。集合体/模擬体への上向き流体力が

変わる。この影響について説明すること。 

14 部分装荷時の地震時構造健全性評価において、耐震バックチェック時に策定した

地震動を用いた評価と軽水炉参考波を用いた評価について、飛び上がり量の評価

結果に１桁の差がある。この理由と妥当性を説明すること。 

15 REVIAN-3D の V&V のうち、Verification に関するものについて、当該解析コード

と検証モデルのコードとしての整合性等を整理して説明すること。 

面談時の追加コメント 

16 解析で試験を概ね再現ができたとしているが、その考え方を説明すること。 

17 燃料体の跳び上がり評価ではどのような保守性を考慮しているのか説明するこ

と。 

18 極値統計を分かり易く説明すること。 

19 想定を超えた燃料体の跳び上がりが発生した場合の影響を説明すること。 

20 パッド外れが起きた場合について、試験結果を含め説明すること。 

21 炉心支持板の変位はどの程度となるのか説明すること。 

22 本解析手法の限界（適用できる範囲）について説明すること。また、本解析手法

を汎用的に使用する際の課題は何か説明すること。 

23 刺激係数の値からは炉心重量が小さい様に推察される。炉心支持板の応答解析が

適切か確認すること。 

24 燃料体跳び上がり評価における不確かさ（加振波含む）はどのように評価してい

るか説明すること。 

25 燃料体の跳び上がり量評価について、解析結果が概ね妥当であることを試験結果

から分かり易く説明するとどうなるか示すこと。 
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模擬燃料体の部分装荷に係るコメント回答 

No. コメント内容 回答概要 

1 （第 25 回もんじゅ

安全監視チーム会合

時のコメント） 

 部分装荷における

影響の洗い出しにつ

いては、燃料取出し

作業に限定せず、広

範囲に行って、検討

項目に抜けが無いよ

うにすること。 

 部分装荷による影響要因を網羅的に抽出するため、①安

全性への影響、②燃料取出し機能への影響、③冷却機能へ

の影響、④ナトリウム取扱い機能への影響、⑤放射線防護

機能への影響、⑥ 燃料体の処理・貯蔵、放射性廃棄物の処

分への影響の視点から、影響要因を抽出した。それら要因

について、まず、定性的に影響の有無と影響の程度を確認

し、必要な場合は定量的な評価も加えた。その評価結果を

一覧として全体を俯瞰できる形に整理した。また影響の有

無に関しては、影響分類を単純化して、「安全性」、「燃料取

出し機能に影響を与えるか」の観点で整理した。 

2 （第 25 回もんじゅ

安全監視チーム会合

時のコメント） 

評価手法の妥当性

は、実験と解析の比

較に基づいている。

『解析により実験を

再現できたと』と判

断した場合の根拠や

考え方を説明するこ

と。 

関連コメント No.16 

3 次元炉心群振動解析コード REVIAN-3D の開発におい

て、高速炉炉心の地震時における炉心群振動挙動を解析的

に評価するために、集合体単体の実験結果と解析結果の比

較から着手し、段階的に集合体数を拡大した試験結果と解

析結果を比較することにより、解析コードの再現性を確認

してきた。 

なお、実験は４つの体系で、①単体試験、②37 体群体系

試験、③18 体及び 32 体列体系試験、④127 体及び 313 体多

数体系試験で実施した。 

試験で得られた群振動挙動の特徴として、 

① 水平加振による跳び上がり量の低減効果 

② 流体による衝突荷重の低減効果、流動による跳び

上がり量の増加効果 

③ 最外周付近で水平方向の衝突荷重が増大する列配

置の効果 

④ 多数体系における共振振動数の低減効果、流路網

の流体による振動低減効果 

が観察されたが、これらの特徴については、解析コードに

より定性的によく模擬できている。 

解析の跳び上がり量や衝突荷重の計算値と実験・試験結

果値との比較は、群振動挙動のバラツキが大きいことを踏

まえ、大小関係だけで解析の妥当性の判断は難しいが、 

・ 時刻歴挙動の定性比較（波形の特徴） 

・ 最大値/RMS 値などの統計値の定量比較、分布比較 
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No. コメント内容 回答概要 

・ パラメータ変更時の影響の定性比較（気中と水中の

違い、上下と水平の重畳の影響、上向き流体力の影

響など） 

を総合的に判断して、実験を概ね再現できたと判断した。 

3 （第 25 回もんじゅ

安全監視チーム会合

時のコメント） 

炉心構成要素単体及

び群振動としての振

動モードは、衝突あ

るいは跳び上がりの

有無、フル装荷から

部分装荷とすること

により変化すると思

われる。これらをど

こまで正確に模擬し

ているのか説明する

こと。 

 炉心構成要素全数に対し、運動方程式を立て、流体によ

る効果も加味して時刻歴応答解析により、全炉心構成要素

の挙動を求めることから計算を効率的に行う（計算時間短

縮、容量の増大化防止）ため、モーダル解析の手法を採用

している。 

具体的には、 

・ 各要素について水平 XY の 2 方向、鉛直 Z の 1 方向

を考え、XY 方向は 3 次モードまでの弾性変形を考え

るとともに、重心廻りの回転を考慮。ただし、鉛直 Z

軸廻りの回転は考慮しない。 

・ 外力として、重力、浮力の他に、パッド部の衝突荷

重と摩擦力、エントランスノズル球面座の衝突荷

重、エントランスノズルと連結管との摩擦力、流体

の排除質量（鉛直方向については炉心構成要素の

20％、水平方向については流路網理論に基づき計

算）、内部流水による流体力、エントランスノズル下

部空間のダッシュポット効果による流体力（もんじ

ゅの構造では作用しない）を考慮。 

・ 固有振動モードの算出に当たっての考え方は以下の

通り。 

・ 集合体はエントランスノズル部にて 0.1mm の隙間で

嵌合されているので、集合体はノズルの上部及び下

部で支持された”片持ちはり”として固有モードを

算定する。数 10mm 程度の跳び上がりが生じても、

振動モードへの影響はほとんどないので考慮しな

い。 

・ 固有振動モードは、水中において内部の流体質量の

影響を受けるので適切に考慮する。 

・ 衝突が生じても、その継続時間は数ミリ秒のオーダ

ーであり、地震荷重の交番性からその影響は考慮し

ない。 
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No. コメント内容 回答概要 

・ 全装荷、部分装荷とも固有振動モードは同じ。 

・ 4 次以降の高次モードについては、周波数 100Hz を

超え、十分剛な領域となる周波数となるため考慮し

ない。 

・ このような解析モデルに、炉心支持板から地震時の

加速度時刻歴波を入力し、炉心構成要素の挙動を解

析し、パッド部の衝突荷重、エントランスノズル部

に発生する応力、跳び上がり量を算定した。 

なお、以下に示す外力は影響が小さいため、考慮しなく

とも炉心の群振動挙動を模擬できるとした。 

・Z 軸廻りの回転により発生するモーメント、エントラン

スノズル部を支点とした遠心力、流体による炉心構成要素

壁面のせん断力、炉心構成要素先端部が受ける流体抗力。 

上記の前提で作成した解析コードの妥当性を確認するた

め、一連の群振動試験を実施し、試験結果と解析結果とを

比較して解析コードの妥当性を確認した。 

解析コードであり、モデル化に限界はあるが、群体系にお

ける炉心構成要素の挙動を解析にて概ね再現できることを

確認した。 

4 （第 25 回もんじゅ

安全監視チーム会合

時のコメント） 

実験では X 方向単

独加振のみであり、

衝撃力の計測も X

方向しか測定されて

いない。X、Y 同時

加振の場合は挙動が

複雑になると思われ

るが、本評価手法は

十分確認できるの

か、説明すること。 

 

 

 群振動挙動は、パッド部ギャップが累積し可動域（トー

タルギャップ）が増加することにより、衝突荷重、水平変

位が増大する。このため、最長列方向（X 方向）への加振

を主体に試験を行い、解析値と比較し解析コードの妥当性

確認を行っている。また、群体系のスイープ加振試験で加

振方向を 90°変えた加振（Y 方向加振）も行い、炉心全体

の応答挙動（共振振動数と応答倍率）に差異がないことを

確認している。また、実験では、X 方向だけでなく、斜面

間の衝突荷重も測定し、解析値との比較も実施し、解析に

て Y 方向の加振結果を模擬できることを確認している。 

 解析コードでは炉心構成要素モデルに、水平方向の弾性

変形を考慮している。X 方向加振試験、Y 方向加振試験に

おいて、解析コードが実験結果を模擬できていれば、X 方

向、Y 方向同時加振においても、解析コードは現象を理論

的には模擬できることになる。 

なお、もんじゅの解析では、炉心支持板への水平方向の
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No. コメント内容 回答概要 

地震動入力は X 方向、Y 方向に同時入力しており、炉心構

成要素の 6 面に作用する衝突力、摩擦力、流体力等を考慮

して評価を実施している。 

 

 跳び上がり量につい

て、加振方向（X 方

向、X-Y 方向）との

関係を説明すること 

跳び上がり量と水平応答の関係については、水平応答⇒

エントランスノズル部等の摩擦干渉の発生⇒跳び上がり量

の抑制という関係にあり、水平応答が適切に評価されてい

れば加振方向に関わらず跳び上がり量の抑制効果を評価で

きる。 

なお、本解析とは別の体系（通常運転時）の解析におい

て、X 方向単独加振と、X,Y 方向の同時加振によって、最

大跳び上がり量に大きな違いがないことを確認している。 

5 （第 25 回もんじゅ

安全監視チーム会合

時のコメント） 

上下変位応答の検証

にあたり、実寸大試

験体系と 37 体群体

系で水中と気中の跳

び上がり量の傾向が

逆転していることの

理由を説明するこ

と。 

 実寸大試験においては、水平加振により大きな衝突荷重

が発生し、跳び上がり量が抑制される効果を確認するた

め、鉛直方向の入力レベルを同一とした試験を実施した。

その結果、水平加振により跳び上がり量を抑制できるこ

と、および流水の影響で跳び上がり量が増加することを確

認し、解析でもこれらを概ね再現できること（衝突モデル

の妥当性）を確認した。 

 37 体群体系試験においては、単体試験にて水平加振によ

り跳び上がり量の抑制効果を確認したうえで、気中/水中/流

水中において有意な試験データを取得するため、鉛直単独

試験時と、鉛直＋水平加振時の鉛直方向の加振レベルを変

えて試験を行った。試験条件を十分説明していなかったた

め、コメントにある疑義の発生を招いたものと推察する。 

 

【単純なモデルによる跳び上がり量に係る定性的な説明】 

 気中と静止水中で試験体を同一速度で上方に投げ上げた

場合、到達高さは水の浮力を考えると、気中よりも水中の

方が高く上がる。一方、同一高さから落下した場合の支持

板への衝突速度は、水中よりも気中の方が速くなる。水が

下から上に流れている流水中では、試験体は下から上向き

に力を受ける。このため、静止水中と流水中では、初速の

投げ上げ速度が同じであれば、試験体の到達高さは流水中

の方が高くなる。気中と流水中を比較すると、状況は少し
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No. コメント内容 回答概要 

複雑になり、試験体が水中を運動する際に受ける抵抗より

も、流れから受ける流体力の方が大きい場合、流水中の方

が気中よりも高く上がる。試験体の跳び上がり高さは、定

性的には上記のような関係にある。 

 群振動解析コードとしては、水中と流水中の関係（内部

流水の効果）が再現できることが重要である。 

 

【37 体群体系試験での跳び上がり量に関する確認事項】 

 鉛直単独加振時よりも水平＋鉛直同時加振時の方が鉛直

方向の入力レベルが約 1.4 倍大きいことを考慮すると、 

・実寸試験で確認された水平加振の影響で跳び上がり量が

抑制される効果と矛盾しない 

また、 

・ 気中と水中を比較すると気中の方が若干跳び上がり

量が大きい 

・ 水中と流水中を比較すると流水中の方が跳び上がり

量は大きい 

ことがわかる。実験で得られたこれらの気中/水中/流水中に

おける跳び上がり挙動の傾向を、鉛直方向の荷重バランス

を考慮することで、解析コードはよく模擬できている。 

6 （第 25 回もんじゅ

安全監視チーム会合

時のコメント） 

32 体列体系、127 体

群体系、313 体群体

系でも跳び上がり挙

動に係る実験を行っ

ているのであれば、

その実験の条件、結

果、考察などを説明

すること。 

 32 体列体系試験は、主に、列方向の燃料体数が増えるこ

と（もんじゅ規模を模擬）による、水平方向変位、燃料体

同士の衝突荷重への影響を確認する試験。燃料体周辺の流

体状況が実機と異なるが、燃料体の衝突荷重は容器端部で

大きくなる傾向、パッド間ギャップが狭くなると衝突荷重

が小さくなる傾向等を確認し、解析でもこの傾向を再現で

きることを確認。なお、32 体列体系試験においても、燃料

体の跳び上がりデータを取得しているが、試験装置の試験

体支持板の形状及び剛性が、実機炉心支持板の形状及び剛

性と大きく異なることから、跳び上がりに関しては試験値

と解析値の整合性が良くない。 

 127 体多数体系試験、313 体多数体系試験は、解析コード

の実機適用性を確認するため、振動台の能力を考慮して実

施した実機に近い体系の試験。これらの試験においても、

37 体群体系試験と同様に、水平加振が加わることで燃料体
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No. コメント内容 回答概要 

の跳び上がり量が抑制されることを確認。また、支持板の

応答影響により、支持板中央部の燃料体の跳び上がり量が

大きくなるが、解析でもこの傾向を再現できることを確認

した。 

 燃料体の体数が増えた体系では、解析は燃料体の跳び上

がり量を大きめに評価することを確認。この原因は、試験

では試験体の鉛直 Z 軸廻りの回転により隣接する試験体が

接触し、その摩擦力が試験体の跳び上がりを抑制するが、

解析モデルには燃料体の Z 軸廻りの回転が考慮されていな

いため、跳び上がり量を大きめに評価すると推定してい

る。 

7 （第 25 回もんじゅ

安全監視チーム会合

時のコメント） 

各実験装置の試験体

は JSFR における燃

料要素を模擬してい

るため、この手法を

もんじゅ体系に適用

するにあたり、炉心

構成要素の種類、振

動特性や物性等に関

する相違をどのよう

に考慮したのか説明

すること。また、評

価手法に組み込まれ

ている物性値は試験

体に基づく実測値が

含まれるが、もんじ

ゅへの適用にあたり

同じ項目の測定デー

タを取得したのか、

説明すること。 

 解析コードの開発では、試験体系に合わせ解析コードに

組み込まれている数式の定数（物性値に係るパラメータ）

を設定している。従って、もんじゅ体系の評価では、もん

じゅの燃料体に合わせて定数を変えている。燃料体の寸

法、重量等は試験体系ともんじゅ体系では異なる。当然寸

法が異なれば、燃料体の剛性も異なってくる。また、もん

じゅの燃料体で試験により確認されている値はその値を用

いた。減衰定数は、既認可の燃料体の耐震計算の際に用い

た数値を用いた。 

8 （第 25 回もんじゅ

安全監視チーム会合

 地震の際は、地盤の揺れが建物に伝わり、建物の揺れが

原子炉容器に伝わり、原子炉容器炉心支持板の揺れが燃料
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No. コメント内容 回答概要 

時のコメント） 

群振動の入力条件と

なる炉心支持板の地

震時時刻歴応答につ

いて、その評価手法

やモデルと合わせ

て、その時刻歴デー

タについても具体的

に示すこと。 

関連コメント No.23 

体へ伝わる。このため、建物（原子炉建物・原子炉補助建

物）の地震応答解析を行い、建物の基礎版の床応答を求め

る。この基礎版の床応答を基にして、原子炉容器の地震応

答解析を行う。この解析から得られる炉心支持板の地震時

の時刻歴加速度波を用いて炉心の群振動解析を実施した。 

評価に用いた地震動は、耐震バックチェック時に策定した

基準地震動 Ss-D（水平：760 ガル、鉛直：507 ガル)と、近

隣の軽水炉を参考にして策定した地震動 (水平：995 ガル、

鉛直：464 ガル)の２組の地震動。建物の地震応答解析で

は、①水平方向：剛基礎を共有する並列質点系の曲げせん

断型モデル、②鉛直方向：軸ばねにより各質点を連結した

多質点系モデル。それぞれの解析モデルに水平方向、鉛直

方向の地震波を入力し応答解析を実施。 

 得られた建物基礎版の応答時刻歴波を基に、原子炉容器

の地震応答解析を実施。原子炉容器の地震応答解析は、耐

震バックチェック時に使用した、①水平方向：内部コンク

リートと原子炉容器とを連成させた多質点はりモデル、②

鉛直方向：炉容器内のナトリウムとの流体連成を考慮した

2 次元軸対象モデル、を用いた。それぞれのモデルに、原

子炉建物基礎版（水平方向モデル）、または内部コンクリー

トペデスタル（鉛直方向）から建物の地震応答解析で求め

た応答時刻歴波を入力し原子炉容器の応答解析を実施し

た。 

 この結果で得られた、炉心支持板の水平方向、鉛直方向

の地震動を用い、炉心の群振動解析を実施した。 

 （第 25 回もんじゅ

安全監視チーム会合

時のコメント、つづ

き） 

また、これに対する

実験体系の入力条件

に関する妥当性を説

明すること。 

 振動試験は、高速炉炉心に共通に使用できる群振動挙動

を解析するコード：REVIAN-3D の開発が目的であり、単体

試験、37 体群体系試験、18 体列体系試験、32 体列体系試

験、127 体群体系試験、313 体群体系試験を実施している。

実験で用いた試験体の縮尺は、単体試験：1/1、37 体群体系

試験：1/1.5、18 体列体系試験：1/1.5、32 体列体系試験：

1/1.5、127 体群体系試験：1/2.5、313 体群体系試験：1/2.5

である。 

 試験では、炉心支持板の応答周波数の分析を行い、卓越

周波数を求め、試験の目的と振動台の加振能力を考慮し
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No. コメント内容 回答概要 

て、水平、鉛直方向の加振波のレベルを設定した。一連の

群振動試験では、正弦波による加振を先に行い、その上

で、模擬時刻歴波を用いた加振を実施。具体的には、正弦

波スイープ加振（卓越振動数を挟む振動数域）、正弦波加振

（卓越振動数）、模擬時刻歴波加振（実証炉の設計研究で設

定した時刻歴波）である。 

 群振動試験で用いた模擬時刻歴波は、REVIAN-3D 開発当

時に開発を進めていた実証炉を対象としてもんじゅの場合

と同様の手法で得た炉心支持板の応答時刻歴波を係数倍し

た地震波である。もんじゅの地震波との間に直接の関係は

ないが、地震動から原子炉構造応答までの高速炉の設計成

立性や健全性評価に用いる応答時刻歴波であり、解析手法

の妥当性を評価する時刻歴波としては妥当と考える。 

9 （第 25 回もんじゅ

安全監視チーム会合

時のコメント） 

もんじゅ部分装荷状

態に関する評価に関

し、313 体群体系で

部分装荷を模擬した

実験を実施している

のか。実施している

のであればその内容

を説明すること。 

 313 体多数体系試験では、燃料体の一部を取出した部分

装荷状態を対象として、水中において水平加振の試験を実

施している。 

 部分装荷では、燃料体未装荷箇所が空間となり、隣接す

る燃料体が 6 体から 3 体に減り、燃料体の可動域が大きく

なる。このため、地震時には燃料体の水平方向変位が全装

荷時に比べ大きくなることが予想され、試験により全装荷

状態と部分装荷状態の差異を確認した。 

 また、解析コードは燃料体頂部の水平方向の変位挙動を

模擬できており、最大変位も概ね一致することを確認し

た。燃料体の未装荷箇所が生じることによる衝突荷重の増

加は小さく、この状況は実験、解析とも同様の傾向であっ

た。 

10 （第 25 回もんじゅ

安全監視チーム会合

時のコメント） 

跳び上がり量を判断

基準と比較する際

に、考慮するべき誤

差や不確かさの項

目、値を説明するこ

と。 

 燃料体の跳び上がり現象は、衝突現象という非線形現象

をモデル化し評価していることから、跳び上がり量はバラ

ツキを有する現象となる。従って、解析モデルに含まれる

影響程度の小さい個々の誤差要因は、衝突現象のバラツキ

の中に包含されてしまう。このため、跳び上がり量の最大

値を評価することに着目し、極値統計の考え方を適用し

て、最大値評価の妥当性を確認している。 

 具体的には、試験と解析の跳び上がり量の度数分布を整

理し、その分布形状が似た形をしていること、解析値と実
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No. コメント内容 回答概要 

関連コメント

No.17,18 

験値で同等の値が得られることを確認している。これは、

解析によって実機の燃料体の跳び上がり量の最大値を、統

計論的に一定の信頼度をもって推定できることを意味す

る。 

 また、多数体の体系では、解析による跳び上がり量評価

は、試験に比べより保守側の評価を与えることを確認して

いる（解析モデルが燃料体の鉛直 Z 軸廻りの回転を考慮し

ていないことが原因と推定）。このため、もんじゅ実機体系

の跳び上がり量評価は、解析値の最大値を評価値とするこ

とで一定の信頼度をもった評価となっている。 

11 （第 25 回もんじゅ

安全監視チーム会合

時のコメント） 

炉心支持板から燃料

体/模擬体への上下

方向の地震動は全て

同位相で入力してい

るが、これは実機と

は異なる状態であ

る。この影響につい

て保守側となってい

るかどうかを説明す

ること。 

 炉心支持板は 2 枚の板が 700 本以上の連結管で接続さ

れ、剛性が高い構造となっている。しかしながら、荷重は

炉心支持板周囲で支持されていることから、鉛直方向に振

動する場合、中央部の振動が大きい。燃料体の跳び上がり

を評価する場合、中央部の振動を入力した方が、燃料体の

跳び上がり量は大きくなる。このため、評価結果が保守的

な値を与えるよう、解析では炉心支持板の上下方向の振動

は、炉心支持板中央部の解析値を一様に入力しており、燃

料体装荷位置の差は考慮していない。 

12 （第 25 回もんじゅ

安全監視チーム会合

時のコメント） 

フル装荷／千鳥装荷

で、炉心支持板の上

に乗っている集合体

の数が変わることで

炉心支持板にかかる

荷重重量が変わり、

炉心支持板の地震時

応答性が異なってく

る。この観点でどち

 部分装荷では、燃料体が最大 124 体減る。重量では約 23

トン減るが、炉内構造全体の重量約 430 トン（炉容器全体

では約 1200 トン）と比較すると約 5％とそれほど大きいわ

けではない。振動解析では重量が減り、固有周期が短くな

る方向に作用するが、実際に応答解析を行うとその影響は

小さく、炉心支持板の水平方向の固有周期はほとんど変わ

らない。 

 炉心支持板上に加わる燃料体等の荷重は全装荷時におい

て約 150 トンである。このため、燃料体取出し完了時に荷

重は約 15％減る。炉心支持板の鉛直方向の剛性は変わらな

いので、炉心支持板上に積載される重量が減れば、固有周

期は短くなる。一方、炉心支持板の鉛直方向の固有周期は
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No. コメント内容 回答概要 

らが保守側か説明す

ること。 

0.075 秒以下であるが、地震動 Ss-D の鉛直方向の加速度応

答スペクトルを見ると、この領域では固有周期が短くなる

と、応答は小さくなる。また、炉心支持板に載る荷重が減

れば、定性的には炉心支持板のたわみも小さくなり、地震

時の鉛直方向振動の振幅も小さくなる。 

 以上より、炉心支持板の地震時の応答解析は、全装荷状

態で行うことが保守側の評価結果を与える。 

13 （第 25 回もんじゅ

安全監視チーム会合

時のコメント） 

千鳥では、炉心の流

量配分が変わってく

る。集合体/模擬体

への上向き流体力が

変わる。この影響に

ついて説明するこ

と。 

 燃料取出時は 1 次系循環ポンプはポニーモータ運転であ

り、循環流量は定格運転と比較して 1/10 程度と小さい。ま

た、流体力は概略流速の 2 乗に比例することから、その影

響は定格運転時に比べ 1/100 程度。このため、部分装荷に

おける群振動解析では、浮力は考慮しているものの上向き

流体力はゼロとして解析している。 

 部分装荷で、燃料体が装荷されない空間が生じると、そ

の部分の流動抵抗が小さくなり、未装荷部分に冷却材が多

く流れ、燃料体部に流れる流量は低下する。このため燃料

体に働く上向き流体力は更に小さくなる。 

 燃料体が抜けた空間を流れる冷却材流量は増加するが、

通常の燃料交換においても、燃料引抜部の冷却材は増え

る。このような状況で、燃料交換が行える実績があること

から、燃料体未装荷部分の流量増加は、燃料取出し機能に

影響を与えない。 

 なお、炉心部の圧力損失が小さくなることで、循環流量

が増えるが、一方では 1 次主冷却系循環による主冷却系統

側の圧力損失が大きくなることから、冷却材の循環流量

は、一定流量以上増えることはない。 

14 （第 25 回もんじゅ

安全監視チーム会合

時のコメント） 

部分装荷時の地震時

構造健全性評価にお

いて、耐震バックチ

ェック時に策定した

地震動を用いた評価

と軽水炉参考波を用

 耐震バックチェック時に策定した地震動（以下、「Ss-D

波」）と軽水炉参考波を比較すると、水平方向の加速度では

軽水炉参考波は 995 ガルと Ss-D 波の 760 ガルに比べ大きい

が、鉛直方向の加速度では軽水炉参考波は 464 ガルと Ss-D

波の 507 ガルに比べ小さい。また、鉛直方向の応答スペク

トルで比較（炉心支持板の固有周期 0.075 秒で比較）して

も、軽水炉参考波は Ss-D 波に比べ小さく、燃料体の跳び上

がりは小さくなる。 

 実際の炉心支持板の最大加速値で比較すると、軽水炉参
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No. コメント内容 回答概要 

いた評価について、

飛び上がり量の評価

結果に１桁の差があ

る。この理由と妥当

性を説明すること。 

考波は 1822 ガルであり Ss-D 波の 3090 ガルと 6 割程度とな

っており、軽水炉参考波による跳び上がり量が小さくなる

ことは妥当である（跳び上がり量は気中では初速の 2 乗に

比例する）。 

 また、これまでにも説明したように、燃料体は衝突を繰

り返し、燃料体が落下した際、炉心支持板の上向き速度が

大きい時に大きく跳び上がる。軽水炉参考波は、地震動の

継続時間が短く、燃料体が繰り返し炉心支持板に衝突する

機会が減ることも最大跳び上がり量が小さくなる要因とな

る。 

15 （第 25 回もんじゅ

安全監視チーム会合

時のコメント） 

REVIAN-3D の

V&V のうち、

Verification に関する

ものについて、当該

解析コードと検証モ

デルのコードとして

の整合性等を整理し

て説明すること。 

 炉心群振動挙動を 3 次元でシミュレーションする解析コ

ード REVIAN-3D は、群振動挙動を解析的に評価するため

に、単体の試験から着手し、段階的に試験体系を拡大し、

解析コードの整備を進めてきた。解析コードの開発は、平

成 20 年（2008 年）から着手した。その当時、ASME にお

いて V&V 10-2006 が公表され、日本においても解析コード

の V&V の考え方が認識されるようになっていた。このた

め解析コードは、ASME の V&V の考え方を念頭に置き開

発を進めてきた。 

 実験と解析とを比較しながら、解析コード開発を進めて

きたが、具体的には個別の計算（数理）モデルを検証し

（Verification)、実験による妥当性確認を行い(Validation)、

解析と試験の差が大きければ計算モデルの修正を行い、解

析コードの信頼性を確保してきた。 

 解析コード全体を俯瞰して見た場合、Verification として

区分される代表的な事例を挙げると、①自由落下挙動の計

算モデルを理論解と比較（解析刻み時間が適正であること

の確認）、②自由落下時の跳び上がり挙動を理論解と比較

（衝突時の跳び上がり高さ、滞空時間の確認）、③自由落下

時の隣接燃料体との摩擦力効果を理論解と比較、④流路網

流体力の固有値解析を理論解と比較、⑤解析モデルに組み

込まれる数式の物理定数は実験による確認値を使用、等で

ある。 

16 （面談時の追加コメ

ント） 

3 次元炉心群振動解析コード REVIAN-3D の開発は、 

・ 群振動挙動への主要な影響因子を特定 
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No. コメント内容 回答概要 

解析で試験を概ね再

現ができたとしてい

るが、その考え方を

説明すること 

関連コメント No.2 

・ その影響を確認できる体系の試験を実施し、試験デ

ータを取得 

・ 解析コードで、影響因子の効果を確認 

というステップを踏みながら進めてきた。 

具体的には、試験は４つの体系：①単体、②37 体群体系、

③18 体及び 32 体列体系、④127 体及び 313 体多数体系で試

験を実施した。 

試験で得られた群振動挙動の特徴のうち、 代表的事例と

して 

① 試験：垂直加振に水平加振が加わると跳び上がり量

が低減する効果 

② 試験：流路網の流体力により衝突荷重が低減する効

果 

③ 試験：内部流水により跳び上がり量が増加する効果 

④ 試験：最外周付近で水平方向の衝突荷重が増大する

列配置の効果 

等を確認し、主たる影響因子の影響程度を確認した。 

 解析の跳び上がり量や衝突荷重の計算値と試験結果値の

比較は、群振動挙動がバラツキの大きい現象であることを

踏まえると、単純に数値の大小関係だけを比較して解析の

妥当性を判断することには限界がある。そこで、試験で確

認された群振動挙動の特徴を、時刻歴挙動の定性的比較

（波形の特徴比較）、解析値の統計量（最大値/RMS 値等）

の比較を実施し、それらの比較検討結果を総合的に判断し

て、解析は試験を概ね再現できていると判断した。 

  なお、解析の精度の観点から、試験結果全体を俯瞰す

ると、 

・ 最大跳び上がり量に関しては、±20～30％程度の精

度で評価。 

・ 最大衝突荷重に関しては、＋60％程度（保守側※）の

精度で評価。 

※：解析モデルでは、燃料体の鉛直軸（z 軸）廻りの回転

を考えていない。この結果、解析モデル上では燃料体同士

の衝突がパッド部の面同士の衝突となり、解析により算出

された衝突荷重は実際の衝突現象に比べ大きな値となる。 
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No. コメント内容 回答概要 

17 （面談時の追加コメ

ント） 

燃料体の跳び上がり

評価ではどのような

保守性を考慮してい

るのか説明すること 

関連コメント

No.10,24 

 燃料体の保有する崩壊熱も放射能レベルも十分減衰して

おり、冷却機能を喪失しても燃料被ふく管が破損すること

はない。また、燃料取扱い事故が発生しても、周辺公衆に

対し著しい被ばくリスクを与えることはなく安全性は確保

されている。このため、燃料体の跳び上がり評価では、現

実的に想定される条件設定の下で基本的にノミナル値ベー

スの解析評価を実施している。 

 例えば、構造物の地震応答解析では、設計値を使うこと

が基本となっている。これは構造物の剛性が固有周期に影

響を与えることによる。今回の炉心群振動解析において

も、解析に用いる定数は、設計値あるいは 200℃における

材料の物性値、実験による実測値を使用している。従っ

て、振動パラメータや物性値等に保守性を見込んでおら

ず、平均的挙動を示す結果となる。燃料体の跳び上がり評

価で考慮している保守性は、機器の耐震評価と同様に、評

価に用いる地震動、機器の減衰定数、炉心支持板の応答に

保守性が含まれる。 

① 基準地震動策定に当たっては、考慮対象とする活

断層の規模、断層面及びアスペリティの設定位

置、応力降下量等の不確かさを考慮して、保守的

に策定する。また、もんじゅにおいては大きな地

震は、距離が近い活断層によってもたらされる

が、逆に地震動の継続時間は短い。しかし、応答

スペクトル手法に基づく地震動設定では、震源が

遠い活断層の規模と距離を考慮しており、地震動

の継続時間は十分長い。この結果、応答スペクト

ル手法に基づく地震動設定は、地震動継続時間の

観点から保守的な設定となっている。 

② 機器の減衰定数は、設備機器設計側の評価では、

規格値を採用しているが、実際の機器・構造が有

する減衰定数はこの数値よりも高いことから、地

震時の応答は保守側の評価となる。 

③ 炉心支持板は、周辺部に比べ振動が最も大きくな

る中央部の応答を用いて評価を実施している。炉

心支持板中央部の地震応答を用いることで、最大
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No. コメント内容 回答概要 

跳び上がり量が保守的な値が得られるようにして

いる。 

18 （面談時の追加コメ

ント） 

極値統計を分かり易

く説明すること 

関連コメント No.10 

 燃料体の跳び上がりは、炉心支持板との衝突現象を伴う

ため、確定論的に燃料体の挙動を追うことには限界があ

る。しかし、炉心支持板の振動が一定の振幅の中で振動す

ること、燃料体の炉心支持板への衝突速度も一定の幅の中

で変動することを考えれば、確率論的に取り扱うことは可

能である。 

評価の対象としているのは、燃料体の最大跳び上がり量で

ある。燃料体個々の跳び上がり量も分布を持つ。解析や実

験によって評価対象としている値は、それぞれの燃料体跳

び上がりの最大値である。これは、個々に分布を有したデ

ータの中から、最大値を抽出し、その最大値の分布がどう

なるかを調べることに等しい。 

 このような、最大値の分布を調べる方法として、極値統

計論がある。この理論を 37 体群体系実験に適用し、跳び上

がり量がどのように整理されるか調べた。 

 燃料体の最大跳び上がり量の分布は概ね二重指数分布

(Gumbel 分布)に従うことを確認し、燃料体跳び上がり量の

最大値は、一定の信頼度を有して推定可能なことを確認し

た。また、37 体群体系の跳び上がり実験では、解析が実験

結果を保守側に評価することも確認した。 

 また、もんじゅ燃料体の跳び上がり量評価結果は、ほぼ

二重指数分布に従うことが確認されており、解析による燃

料体の跳び上がり量評価は一定の信頼度をもって最大跳び

上がり量を推定している。 

19 （面談時の追加コメ

ント） 

想定を超えた燃料体

の跳び上がりが発生

した場合の影響を説

明すること 

 燃料体の跳び上がりが 40 ㎜を超えると燃料体頂部が燃料

交換装置等との干渉、45 ㎜を超えると燃料体同士の上部パ

ッド外れが発生し、燃料取出し機能に影響を与える可能性

がある。40～90 ㎜の範囲で、これ以外に燃料取出しに影響

を与えそうな因子は、燃料体頂部の炉心上部機構下端面と

の干渉、燃料体エントランスノズル部と連結管との勘合部

外れがある。 

 なお、パッド部は上下に長さ約 7.5 ㎜×高さ約 2 ㎜のテ

ーパを有しているため、パッド部長さ（45 ㎜程度）を超え
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No. コメント内容 回答概要 

て跳び上がり、燃料体が隣接燃料体のパッド部上に乗り上

がったままとなる可能性は小さく、元の位置に戻る。 

 想定を超えて燃料体の跳び上がりが発生し、装置や設備

に異常が発生し、燃料体の取出しが不能となった場合は、

原子炉容器の液面を下げる等して炉内の状況を確認し、設

備の復旧・補修を行う。 

20 （面談時の追加コメ

ント） 

パッド外れが起きた

場合について、試験

結果を含め説明する

こと 

 実際にパッド外れが生じる炉心構成要素は一部であり、

全体的な水平挙動は殆ど変化がないことが強加振条件によ

る振動試験によっても確認されている。パッド外れが生じ

た場合は、パッドの接触条件が変わり、パッド部のギャッ

プが大きくなる。これにより、炉心構成要素の水平方向の

可動域が広がり、水平変位が大きくなるが、パッド部は角

度の浅いテーパを持っており、跳び上がりによって乗り上

げたとしても自重により落下する。 

 なお、水平変位が大きくなった場合、運転時における制

御棒挿入性を評価に影響が大きいが、廃止措置段階におい

ては、制御棒は既に挿入されている。また、炉心に残る燃

料体の数も減っており、制御棒が無くても原子炉は臨界に

なりえない。仮にパッドが外れるような跳び上がりが生じ

た場合でも、原子炉施設の安全性は確保されている。 

21 （面談時の追加コメ

ント） 

炉心支持板の変位は

どの程度となるのか

説明すること 

 燃料体の跳び上がり評価に用いた炉心支持板の鉛直方向

の加速度時刻歴波を、2 回積分すれば炉心支持板の鉛直方

向の変位が求まる。ただし、建物も鉛直方向に揺れている

ことから、基準位置を設定する必要がある。原子炉容器の

鉛直方向の振動は、ペデスタル部から原子炉容器側に伝わ

ることから、ペデスタル部を基準に、炉心支持板の鉛直変

位を算定する。 

 ペデスタル部の鉛直変位と炉心支持板の鉛直変位の差か

ら炉心支持板の鉛直方向の変位量（ペデスタル部に対する

炉心支持板の相対変位）を評価すると、最大 4.2 ㎜とな

る。炉心支持板はこの程度、鉛直方向に変位しているもの

と推定される。 

22 （面談時の追加コメ

ント） 

本解析手法の限界

解析手法の限界（適用範囲）について 

 炉心群振動は、多数体の複数個所による衝突・ガタなど

の非線形性を多く含む現象のため、個々の集合体の時刻歴
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No. コメント内容 回答概要 

（適用できる範囲）

について説明するこ

と。また、本解析手

法を汎用的に使用す

る際の課題は何か説

明すること 

挙動を完全に再現することは限界がある。一方で、評価の

対象となる跳び上がり量、衝突荷重の発生頻度や最大値に

ついては、ある一定の精度*でもって評価が可能であること

を確認している。 

  (＊：跳び上がり量最大値は±20%～30%程度の誤差、衝

突荷重最大値は安全側に評価） 

  本解析手法は、FBR 炉心体系（六角配列）を前提として

いる。また、炉心構成要素のビームモデル、バネ要素を弾

性要素で模擬している。そのため、炉心構成要素や衝突部

が弾性的な挙動を示す範囲が解析の適用範囲となる。 

  さらに、跳び上がりが大きくなると、パッド部など水平

方向の支持条件（パッド部ギャップによる可動域）が変化

し、水平方向の挙動に影響を与える。本解析手法は、この

パッド外れが生じた状態も評価を可能としており、振動試

験による検証も実施している。ただし、大多数の炉心構成

要素がパッド外れを生じるような条件（支持板からエント

ランスノズルが抜けてしまうような条件）では、振動試験

による検証も困難であり、その妥当性は検証できていない

ため、解析の適用範囲から外れる。 

  

解析の課題について(設計ツールとして汎用的に使用する上

での課題) 

 パッドを外れない程度、もしくは、一部の炉心構成要素

がパッド外れを生じる程度の跳び上がり量（～数十 mm）、

及び、炉心構成要素が弾性的な挙動を示す範囲での水平変

位、衝突荷重を算出するような条件において、炉心群振動

解析手法に現時点で把握している技術的な課題はほぼ解決

済みである。 

 しかし、本手法を設計ツールとして汎用的に使用する上

では、以下の課題が残る。 

 炉心群振動解析による評価値には、跳び上がり量、パッ

ド部衝突荷重、制御棒案内管頂部変位などがある。解析パ

ラメータには、衝突パラメータ（衝突剛性、減衰）、嵌合部

ギャップ、流体力、摩擦係数、物性値など多くのパラメー

タがあるが、評価値ごとにパラメータが保守的となる方向
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No. コメント内容 回答概要 

は異なる。 

よって、解析を行うに当たっては、評価の目的に合わせ

て適切な保守性を確保するためのパラメータの設定が必要

となる。これには、各パラメータがもつ影響度合い（感

度）を確認するための感度解析を実施し、保守側（安全

側）の解析結果が得られるよう、安全余裕などを考慮した

適切なパラメータの組み合わせを設定する必要がある。今

後は、感度解析を実施し、評価目的に応じた保守性を確保

するパラメータ設定を明らかにすることが課題と考えてい

る。 

23 （面談時の追加コメ

ント） 

刺激係数の値からは

炉心重量が小さい様

に推察される。炉心

支持板の応答解析が

適切か確認するこ

と。 

関連コメント No.8 

 本評価で使用した原子炉構造の鉛直方向の応答評価モデ

ルは、耐震バックチェック時に使用したモデルを用いて、

廃止措置段階の条件に修正（温度、ヤング率など）したも

のである。今回使用したモデルは、耐震バックチェック時

のモデルと固有値を比較することで解析モデルの妥当性を

確認しており、炉心支持板の応答は適切である。 

 また、ご質問の炉心の燃料体の質量に関しては、炉心質

量 163ton 及び炉心支持構造の内部構造物（連結管など）

22.5ton を、炉心支持板に付加重量として入力しており、適

切に設定している。 

 なお、原子炉構造応答評価した解析モデルについて、鉛

直方向と水平方向で使用しているコードが異なり（鉛

直:FINAS,水平:NASTRAN)、刺激係数の定義が異なってい

る。指摘の計算された質量が大きく異なったのは、この定

義の違いによるものと推察される。また、水平方向のモデ

ルは鉛直方向では考慮していない内部コンクリートまでモ

デルに含めているため、モデル質量が大きく異なる。 

24 （面談時の追加コメ

ント） 

燃料体跳び上がり評

価における不確かさ

（加振波含む）はど

のように評価してい

るか説明すること 

① 評価に用いた地震動 

評価に用いた地震動は応答スペクトル手法に基づく

地震動と、断層モデル手法に基づく地震動の２種類の

地震動を用いている。炉心の群振動挙動は、衝突現象

を含み、最大値がバラツク現象のため、地震継続時間

が短い断層モデル手法に基づく地震動の場合は、地震

波が変わる毎に炉心群振動の最大値が変化する可能性

を有す。一方、応答スペクトル手法に基づく地震動の
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場合は、地震動継続時間が長いため、炉心群振動の最

大値は一定の信頼度を持って炉心群振動挙動の最大値

を推定している。 

② 炉心支持板における地震動入力条件 

炉心支持板の剛性は高いものの、地震時の鉛直動応答

は周辺部よりも中央部で大きくなる。燃料体の跳び上が

り評価では、跳び上がり評価が保守的となるよう、炉心

支持板中央部の応答を入力している。この結果、炉心支

持板中央から離れた位置に装荷される燃料体の跳び上が

り量に対し、実際の挙動と比較して大きな値が得られる

評価となっている。 

③ 二重指数分布による推定 

燃料体の跳び上がりデータのサンプル数が多くなれ

ば、統計論的にその分布は一定の形に漸近する。応答

スペクトル手法に基づく地震動の燃料体の跳び上がり

最大値評価に二重指数分布を適用した場合、データの

プロットはほぼ直線上に並ぶ。燃料体の最大跳び上が

り量の分布が二重指数分布に従うと仮定すれば、一定

の信頼度を持って跳び上がり量の最大値を推定してい

る。 

25 （面談時の追加コメ

ント） 

燃料体の跳び上がり

量評価について、解

析結果が概ね妥当で

あることを試験結果

試験結果から分かり

易く説明するとどう

なるか示すこと。 

耐震バックチェック時に実規模の模擬燃料体を用いて、

単体の振動試験を実施している。その際、S2 地震動を係数

倍した地震動によって、燃料体の跳び上がり試験を実施

し、データを取得している。 

基準地震動 Ss-D の炉心支持板の加速度 31m/s2 と同等の

加振試験(加速度 35m/s2)における模擬燃料体の最大跳び上

がり量は 41mm であった。この試験結果は流水中の試験結

果である。廃止措置段階では、循環ポンプはポニーモータ

運転であり、通常運転時の炉心流量と比較して 1/10 程度と

なっている。このため、燃料体頂部と下部の圧力差は小さ

く、流体の流れによる上向きの力はほとんど無視できる。

その結果、流体の流れによる見かけの重力加速度は半減

し、跳び上がり量も概ね半減する。この半減効果を考慮し

て跳び上がり量を評価すると約 20mm となる。解析評価で

得られた燃料体の跳び上がり量は最大 17mm。炉心支持板
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の加速度の差を考慮すれば、解析による最大跳び上がり量

は小さくなる方向であり、試験と解析値は概ね整合する。 
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コメント No.1 に対する回答 



 

1-1 
 

1. はじめに 

 模擬燃料体を部分的に装荷すること（以下「部分装荷」という）に関し、第 25

回もんじゅ安全監視チーム会合でのコメントを踏まえ、部分装荷とすることで炉心

からの燃料体の取出し作業に影響する要因を網羅的に抽出し、安全性、燃料体取出

し機能維持の観点から、影響の有無と影響程度を評価した。その結果、部分装荷の

状態においても原子炉施設の安全性は確保され、部分装荷が炉心からの燃料取出し

機能や燃料体の取出し作業に係る設備に影響を与えないことを確認した。 

 

2. 影響評価の視点 

以下の視点から部分装荷による影響要因を網羅的に抽出し、それら要因につ

いて影響の有無と影響程度を確認した。 

(1) 安全性への影響 

廃止措置計画申請書 添付書類四に「廃止措置中の過失、機械又は装置の

故障、地震、火災等があった場合に発生すると想定される事故の種類、程度、

影響等の評価」が記載されている。この評価結果に対する部分装荷の影響を

確認した。 

(2) 燃料取出し機能への影響 

部分装荷によって燃料体未装荷箇所に空間が増える。空間が増えること

による燃料取扱設備の燃料取出し機能への影響及び燃料取扱設備の操作性

への影響を確認した。 

(3) 冷却機能への影響 

部分装荷によって燃料体未装荷箇所に空間が増え、炉心を流れる冷却材

の流量配分が変わる。流量配分の変化に伴う冷却機能への影響及び循環流量

の変化による設備への影響を確認した。 

(4) ナトリウム取扱い機能への影響 

ナトリウム漏えい事故防止の観点から、部分装荷がナトリウム漏えいや

カバーガス漏えいに与える影響及びナトリウム漏えい対策設備への影響を
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確認した。 

(5) 放射線防護機能への影響 

放射線防護の観点から、部分装荷において放射性物質拡散防止機能や遮

蔽機能に与える影響を確認した。 

(6) 放射性廃棄物の処分への影響 

廃棄物発生量低減の観点から、廃棄物処理・処分への影響を確認した。 

 

3. 確認結果 

確認結果の概要を以下に示す。確認に当たっては、まず、影響の有無と影響

程度を定性的に確認し、必要な場合は定量的な評価を加え確認した。また、部

分装荷の固有の影響か否かも考慮した。例えば、設備が故障すれば燃料取出し

に影響を与えるが、この影響は全装荷においても部分装荷においても同じであ

り、この場合、部分装荷と全装荷の影響は同じと評価した。 

これら確認結果を踏まえ、原子炉施設の安全性の観点及び燃料体の取出しの

観点から影響確認結果を分類し、表 1-1「部分装荷による影響評価一覧」に整

理した。 

(1) 安全性への影響 

事故評価への影響については、既認可の評価に包含され、部分装荷による

影響はない。災害評価への影響の内、地震評価以外は、既認可の評価に包含

される。地震に対しては、原子炉容器や燃料取出設備の耐震性が確認されて

おり、放射性物質の閉じ込め機能は確保されている。しかし、模擬燃料体を

装荷しない部分の空間が増え、地震時には燃料体の水平方向の振動が増加す

ることが予想される。このため、地震時の燃料体の健全性は、3次元群振動

解析により、燃料体が大きく変形しないことを確認し、部分装荷の状態にお

いても炉心体系が維持されることを確認した。 

また、事故発生時の対応、災害発生時の対応、大規模損壊発生時の対応は、

部分装荷、全装荷にかかわらずその対応は基本的に同じであり、影響程度に
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差異はない。 

(2) 燃料取出し機能への影響 

部分装荷の状態では、隣接燃料体との接触面の減少、燃料体同士の隙間も

増加する。 

このため、未装荷の空間が増えることにより、地震時の燃料体の振動が変

わり、燃料取出し機能への影響に影響することが想定されたが、前述の通り、

燃料体が大きく変形しないことを確認し、燃料取出し機能へ影響を与えない

ことを確認した。 

また、燃料体を装荷しない領域の流量は増加するが、このような流量増加

は全装荷時における燃料体の取出し時においても発生しており、燃料体取出

しへの影響はない。 

一方、炉心部全体の流動抵抗が減少することで 1 次主冷却系の冷却材循

環流量は増加する。しかし、1 次主冷却系全体の圧力損失が増加するため、

循環流量は一定流量以上増えない。また、1次主冷却系の循環ポンプの運転

は定回転数運転であり、流量が増加するとポンプの揚程が低下することから、

循環流量が増加してもポンプ（ポニーモータ）の負荷はほとんど増加せず、

ポンプの継続運転に支障はない。 

地震時の燃料体の跳び上がりも評価したが、その量は 20㎜を超えない程

度であった。この程度の跳び上がり量であれば、燃料交換装置や炉心上部機

構と干渉せず、ラッパ管のパッド外れも発生せず、燃料体が跳び上がった後

も元の位置に収まり、燃料交換装置の燃料取出し機能に影響を与えない。ま

た、落下時の炉心支持板との衝突で鉛直方向の荷重が発生するが、この圧縮

荷重によって、ラッパ管、燃料被ふく管共に座屈しないことを確認した。 

燃料交換設備への影響として、燃料体の傾きを評価した結果、エントラン

スノズル部の嵌合部の隙間によって制限されており、燃料体周囲に空間が発

生しても、燃料体頂部の変位は設計範囲内であり、燃料交換装置への影響は

ないことを確認した。その他、燃料取扱設備への影響はないことを確認する
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とともに、燃料取扱設備に故障等が発生した場合の対応は、部分装荷、全装

荷にかかわらずその対応は基本的に同じであり、影響程度に差異はないこと

を確認した。 

 

部分装荷では、模擬燃料体を炉心に装荷しないことから、操作手順が変わ

り、操作手順プログラム変更等の影響が発生する。しかし、部分装荷の実施

までには十分な期間があり、作動試験を行うことでプログラム変更誤りのリ

スクは回避できる。また、全装荷時にも同様の操作手順が含まれており、操

作員は操作に習熟している。操作手順の変更より燃料体取出し工程が影響を

受けることはない。 

(3) 冷却機能への影響 

部分装荷によって空いた領域の流動抵抗が減少し、その部分の流量が増

加し、燃料体に流れる冷却材流量が減少する。部分装荷時における炉心燃料

の冷却性を確認するため、ナトリウムが流れない状況を想定し、燃料被ふく

管肉厚中心温度を評価したが、その温度は 218℃であった。このため、部分

装荷状態において、燃料体に全く冷却材が流れない状況を想定しても、燃料

被ふく管肉厚中心温度がこの温度を超えることはない。 

(4) ナトリウム取扱い機能への影響 

部分装荷は炉心構成の変更であり、ナトリウムやカバーガスの隔壁を形

成する設備に変更はない。このため、部分装荷はナトリウムの保持機能及び

カバーガスの正圧保持機能に影響を与えない。同様に、ナトリウム凍結防止

設備及びナトリウム漏えい対策設備に変更はなく、ナトリウム凍結防止及び

ナトリウム漏えい対策への影響はない。 

(5) 放射線防護機能への影響 

部分装荷は炉心構成の変更であり、放射性物質を内包するナトリウムや

カバーガスの境界を形成する機器や放射線遮蔽に係る設備に影響を与えな

い。なお、燃料被ふく管ギャップ内の放射性ガスは十分減衰しており、燃料
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体全数の破損を想定しても、周辺公衆に対し著しい放射線被ばくリスクを与

えないことを、既認可申請書で評価済みである。 

(6) 放射性廃棄物の処分への影響 

模擬燃料体が減ることにより燃料洗浄設備の負荷が減り、洗浄廃液や放射

性廃棄物の発生量は減少する。 

 

4. 想定を超えて燃料体の取出しができない事態が発生した場合の対応 

これまで、部分装荷とすることで炉心からの燃料体の取出しに影響する要因

を網羅的に抽出・評価したが、リスク対応として燃料体の取出しができない事

態を想定し、その対応を整理した。 

その結果、廃止措置段階のもんじゅにおいては、放射線の影響は低く、燃料

体の崩壊熱低いため、ナトリウムの液面を下げ、検査孔や予備孔を利用して内

部の観察が可能であることから、燃料交換装置等の記録や内部観察によって、

炉内の状況を把握し、その情報を基に必要な回収装置を製作して燃料体を取り

出していく。 

 

5. まとめ 

部分装荷とすることで炉心からの燃料体取出し作業に影響する要因を網羅

的に抽出し、原子炉施設の安全性、燃料体の取出しの観点から影響程度を評価

確認した。その結果、部分装荷を実施する上で、地震時における燃料体への影

響、炉心流量が変化する影響等について確認しておくことが必要であり、確認

した結果、いずれも、原子炉施設の安全性が確保され、燃料体の取出し作業に

支障がないことを確認した。 

また、想定を超えて燃料体の取出しができない事態が発生した場合において

は、炉内の状況を把握した上で、必要な回収装置を製作し、燃料体を取出して

いく。 

以上 



表1-1　部分装荷による影響評価全体

【影響】
1―1―1―1

1 1―1 1―1―1

1―1―1―2

1―1―2―1
1―1―2

1―1―2―2

1―1―3―1

1―1―3

1―1―3―2

1―1―4―1
1―1―4

1―1―4―2

1―1―5―1
1―1―5

1―1―5―2

1―2―1―1

1―2 1―2―1

1―2―1―2

1―2―2―1

1―2―2

1―2―2―2

1―2―3―1

1―2―3

1―2―3―2

2

3―1―1―1

3 3―1 3―1―1

3―1―1―2

3―1―1―3

3―1―2
3―1―2―1

3―1―2―2

3―1―2ー3

3―2―1―1

3―2 3―2―1

3―2―1―2

3―2―2―1

3―2―2

3―2―2―2

大規模損壊対応への影

響

燃料取扱い機能への影

響

炉心体系が変わること

の影響

未装荷箇所の空間が増

えることの影響

地震時に跳び上がるこ

との影響

燃料体頂部の変位は設計範囲内であ

り、燃料体の取り出しは可能

火災/内部溢水

津波/竜巻/火山噴火

地震時のラッパ管及びエントランス

ノズルの健全性を評価し、燃料体が

大きく変形しないことを確認

燃料交換時の流量と同じ。1次主循環

ポンプの運転に支障の無い範囲

ラッパ管、被ふく管共に座屈しない

地震

部分装荷時における地震時の燃料体の取出しへの

影響

A

影響は全装荷の場合と同じ。設備を

復旧し、燃料体の取出しを再開する

部分装荷時における火災/内部溢水時の燃料体の

取出しへの影響

部分装荷時における津波/竜巻/火山噴火時の燃料

体の取出しへの影響

D

燃料体の取出しを中断し、安全を確

認。なお、炉内構造物に加わる重量

が軽くなるが、炉内構造物全体から

見ればわずかであり影響はない
A

D

模擬燃料体を炉心に装荷しない。

「空ポット移送」と同じ工程
B

A
建物、電源設備に変更無し。炉心冷

却は現段階で安全上必要無い

A
建物、各設備に変更無し。炉心冷却

は現段階で安全上必要無い

B

B
影響は全装荷の場合と同じ。設備を

復旧し、燃料体の取出しを再開する

模擬燃料体の部分装荷

部分装荷状態が既評価へ与える影響

Na漏えい事故

部分装荷時におけるNa漏えい事故対応への影響

部分装荷状態が既評価へ与える影響

部分装荷状態が既評価へ与える影響

部分装荷時における燃料取扱事故対応への影響

部分装荷時におけるArガス漏えい事故対応への影

響

臨界事故

部分装荷時における臨界事故対応への影響

燃料取扱事故事故評価への影響

部分装荷状態が既評価へ与える影響

安全性への影響

Arガス漏えい事故

災害評価への影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

冷却系機能喪失事故

部分装荷状態が既評価へ与える影響

部分装荷状態が既評価へ与える影響

部分装荷時における冷却系機能喪失事故対応への

影響

A

部分装荷状態が装置に与える影響

炉心支持板への衝突による影響

流量が変化する影響

炉内中継装置への影響

燃料交換設備への影響 燃料交換装置への影響

隣接燃料体からの拘束面が減る影響

部分装荷状態が装置に与える影響

他機器と干渉する可能性

残存する燃料体では臨界とならない

既認可の評価に包含される

跳び上がり量を評価。最大でも

20mmを超えない程度であり、燃料

体はラッパ管のパッド部や連結管で

拘束され、変位は制限される

D

対応は全装荷の場合と同じ。燃料体

の取出しは中断し、安全を確認する
A

対応は全装荷の場合と同じ。燃料体

の取出しは中断し、安全を確認する
A

A
対応は全装荷の場合と同じ。燃料体

の取出しは中断し、安全を確認する

炉心燃料132体が取出されており、臨

界事故は発生しない
A

対応は全装荷の場合と同じ。燃料体

の取出しは中断し、安全を確認する
A

A

燃料体周囲の隙間が増大する影響

燃料体頂部変位が大きくなる可能性

A

A

B

D

影響緩和措置であり、対応が変わる

ことは無い

現段階では制御棒挿入機能は不要。

原子炉容器、しゃへいプラグ等に変

更なく、放射性物質が系外へ直接放

出されない。但し、ラッパ管及びエ

ントランスノズルの健全性を評価

し、燃料体が大きく変形しないこと

を確認

既認可の評価に包含される

既認可の評価に包含される

A
既認可の評価（燃料取扱事故）に包

含される

対応は全装荷の場合と同じ。燃料体

の取出しは中断し、安全を確認する
A

A
対応は全装荷の場合と同じ。燃料体

の取出しは中断し、安全を確認する

D

地震時のラッパ管及びエントランス

ノズルの健全性を評価し、燃料体が

大きく変形しないことを確認

D

C

部分装荷状態が既評価へ与える影響

部分装荷状態が既評価へ与える影響

跳び上がり量を評価。最大でも

20mmを超えない程度であり、燃料

交換装置や炉心上部機構に接触しな

【凡例】

A:原子炉施設の安全性の観点から影響ない

B:燃料体の取出しの観点から影響ない

C:原子炉施設の安全性の観点で確認が必要

D:燃料体の取出しの観点で確認が必要

E:廃棄物が低減される

⇩ K11次頁へ ⇩ L11次頁へ ⇩M11次頁へ

前頁より ⇧ L11前頁より ⇧M11前頁より
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表1-1　部分装荷による影響評価全体

3―2―3―1

3―2―3

3―2―3―2

3―2―4―1

3―2―4

3―2―4―2

3―2―5―1

3―2―5

3―2―5―2

3―2―6―1

3―2―6

3―2―6―2

3―2―7―1

3―2―7

3―2―7―2

3―2―8―1

3―2―8

3―2―8―2

3―2―9―1

3―2―9

3―2―9―2

3―3 3―3―1
3―3―1―1

3―3―2―1
3―3―2

3―3―2―2

3―3―3―1
3―3―3

3―3―3―2

4 4―1 4―1―1 4―1―1―1

4―1―2

5―1―1
5 5―1

5―1―2

5―2
5―2―1

5―2―2

5―3
5―3―1

6―1―1

6 6―1

6―1―2

A 現段階で安全上必要の無い機能

B
炉心構成の変更であり、保温材/予熱

設備に変更はない。

部分装荷状態が設備に与える影響

部分装荷状態が設備に与える影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

部分装荷状態が設備に与える影響

操作員への影響

操作手順変更の影響

部分装荷状態が設備に与える影響

操作手順への影響

回転プラグへの影響

未装荷領域に冷却材が多く流れ、燃料装荷領域の

流量が減ることの影響

炉心構成の変更であり、回転プラグ

の設備変更はない

B
炉心構成の変更であり、炉心上部機

構の設備変更はない

B

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

炉内構造物に加わる重量が軽くなる

が、炉内構造物全体から見ればわず

かであり影響はない

B

影響は全装荷の場合と同じ。放射線

遮蔽や気密機能に支障がある場合、

設備を復旧し、燃料体の取出しを再

開する

B

A

当該部分の燃料体は取出されるため

影響はない
B

B

影響は全装荷の場合と同じ。位置決

め機能に支障がある場合、設備を復

旧し、燃料体の取出しを再開する

影響は全装荷の場合と同じ。想定を

超えた場合の措置として対応

影響は全装荷の場合と同じ。想定を

超えた場合の措置として対応

炉心構成の変更であり、原子炉容器

の設備変更はない

影響は全装荷の場合と同じ。設備を

復旧し、作業を再開する

炉心構成の変更であり、保修用機器

の設備変更はない

影響は全装荷の場合と同じ。設備を

復旧し、作業を再開する

B

対応は全装荷の場合と同じ。電源喪

失時は電源車等で給電し、入熱する

B

B

A
影響は全装荷の場合と同じ。流動が

無くとも冷却可能

D

D

基本は自動化運転、個別操作も習熟

されている

B

工場試験、実作動試験で確認

流動が無くとも冷却可能（燃料被ふ

く管温度は218℃）
A

プログラム変更に必要な期間は十分

炉心構成の変更であり、計測制御系

の設備変更はない
B

D

手順書変更に必要な期間は十分

警報発報要因となるものの、燃料体

頂部の変位は設計範囲内
D

炉心構成の変更であり、カバーガス

の境界やシール部に変更はない
A

炉心構成の変更であり、気密機能に

関わる設備（しゃへいプラグ、燃料

取扱設備）に変更はない。

D

炉心構成の変更であり、隔壁(バウン

ダリ)に変更はない

ナトリウム漏えい対策

への影響
ナトリウム漏えい対策設備への影響

気密機能への影響

放射性物質浄化機能への影響

放射性物質拡散防止へ

の影響

炉内構造物への影響

部分装荷状態が設備に与える影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

部分装荷状態が設備に与える影響

自動制御ソフトへの影

響

操作手順プログラムへの影響

保修用機器への影響

計測制御系への影響
燃料取扱設備の操作へ

の影響

部分装荷状態が設備に与える影響

プログラム変更誤りのリスク

冷却機能への影響 炉心燃料への影響
炉心流量変化による影

響

隔壁(バウンダリ)への影響

カバーガスへの影響

ナトリウム内包機器等

への影響

空気との直接接触防止

への影響

放射性物質内包機器等

への影響

ナトリウム凍結防止へ

の影響
保温材/予熱設備への影響

入熱機能喪失（電源喪失）による影響

除熱機能喪失（電源喪失）による影響

炉心上部機構への影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

部分装荷状態が設備に与える影響

しゃへいプラグへの影

響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

原子炉容器への影響

計測制御系への影響

B

B

B

A

影響は全装荷の場合と同じ。放射線

遮蔽や気密機能に影響する場合は復

旧し、作業を再開する
B

炉心構成の変更であり、ナトリウム

漏えい対策設備に変更はない
A

【凡例】

A:原子炉施設の安全性の観点から影響ない

B:燃料体の取出し作業の観点から影響ない

C:原子炉施設の安全性の観点で確認が必要

D:燃料体の取出しの観点で確認が必要

E:廃棄物が低減される

⇩ K11次頁へ ⇩ L11次頁へ ⇩M11次頁へ

⇧ K11前頁より ⇧ L11前頁より ⇧M11前頁より

⇩ K12次頁へ ⇩ L12次頁へ

⇧ K12前頁より ⇧ L12前頁より
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表1-1　部分装荷による影響評価全体

6―2―1

6―2

6―2―2

７―1―1―1

7 ７―1 ７―1―1

７―1―1―2

７―1―2―1
７―1―2

７―1―2―2

７―2

影響は全装荷の場合と同じ。設備を

復旧し、燃料体の取出しを再開する
B

線源である燃料体が減少していくた

め、遮蔽に影響を与えないA

影響は全装荷の場合と同じ。設備を

復旧し、燃料体の取出しを再開する
B

貯蔵する燃料体の体数は同じ。模擬

燃料体の貯蔵体数は減少
B

洗浄する燃料体の体数は同じ。な

お、模擬燃料体の洗浄体数は減少

し、廃液が低減される

B

炉心構成の変更であり、遮蔽に関す

る設備（燃料取扱設備等）に変更は

ない

A

放射性廃棄物処分への

影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出し作業に与

える影響

部分装荷が設備に与える影響
燃料貯蔵設備(燃料池/

貯槽ﾗｯｸ等)への影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出し作業に与

える影響

放射線遮蔽への影響

燃料処理貯蔵設備への

影響

燃料処理設備(燃料洗

浄設備等)への影響

使用済燃料からの放射線遮蔽への影響

炉心からの放射線遮蔽への影響

放射性廃棄物の処分へ

の影響

部分装荷が設備に与える影響

E
模擬燃料体の体数が削減され、廃棄

物が低減される

【凡例】

A:原子炉施設の安全性の観点から影響ない

B:燃料体の取出し作業の観点から影響ない

C:原子炉施設の安全性の観点で確認が必要

D:燃料体の取出しの観点で確認が必要

E:廃棄物が低減される

⇩ K12次頁へ ⇩ L12次頁へ

⇧ K12前頁より ⇧ L12前頁より
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表1-2　事故評価への影響

1 1―1 1―1―1 1―1―1―1

1―1―1―2

1―1―2 1―1―2―1

1―1―2―2

1―1―3 1―1―3―1

1―1―3―2

既認可では、1次冷却材漏えい事故として1次冷却材が全量放出された事態を想定し、冷却

材中の放射化Naによる周辺公衆に与える放射線被ばくリスクを評価。燃料体は直接Na漏え

いと関係しないため、炉心燃料の部分装荷状態がNa漏えい事故評価に影響を与えない。

もんじゅでは燃料破損は起きておらず、かつ、1次Arガス中の放射性ガス濃度も極めて低

く、廃止措置計画では事故評価対象としていない。燃料被ふく管に損傷があれば放射性ガ

スが放出されるが、その評価は燃料取扱事故評価に包含される。

部分装荷時における

Arガス漏えい事故対

応への影響

Arガス漏えいが発生すれば、漏えい部位を隔離し、カバーガスへの空気混入を防止する。

この対応は全装荷、部分装荷に関わらず同じ。漏えい箇所が復旧するまで燃料取出し作業

は中断し、安全を確認。原因究明、再発防止対策を検討。復旧後、燃料体の取出し再開と

なる。燃料体の取出し工程が遅延する。Arガス系の設備に変更は無く、炉心体系はArガス

漏えい要因と設備的に直接関係せず、炉心燃料の部分装荷がArガス漏えいリスクを増やす

要因とはならない。

全装荷状態、部分装荷状態、いずれも燃料体の取扱いは気密性を有する容器内で実施。事

故評価時の放射性物質閉込めの境界条件が変わらず、部分装荷時と全装荷時で事故評価に

差はない。なお、事故が発生すれば、いずれの場合も燃料取出し作業は中断し、安全を確

認。原因究明、再発防止対策を検討。復旧後、燃料体の取出し再開となる。燃料体の取出

し工程が遅延する。

Na漏えい事故が発生すれば、全装荷、部分装荷に関わらず燃料取出し作業は中断し、安全

を確認。原因究明、再発防止対策を検討。復旧後、燃料体の取出し再開となる。燃料体の

取出し工程が遅延する。なお、原子炉容器、1次主冷却設備に変更はなく、Na漏えい事故

後も 原子炉容器内のNa液位は、燃料体が漬かる液位が確保され、燃料被ふく管の過熱によ

る燃料被ふく管の破損はない。燃料体から放射性物質の放出がなく、Na漏えい事故評価に

も影響を与えない。

安全性への影響 事故評価への影響 燃料取扱事故

部分装荷状態が既評

価へ与える影響

部分装荷状態が既評

価へ与える影響

Na漏えい事故

Arガス漏えい事故

部分装荷状態が既評

価へ与える影響

部分装荷時における

燃料取扱い事故対応

への影響

部分装荷時における

Na漏えい事故対応へ

の影響

既認可では、燃料体が容器外に出る燃料池において燃料体１体が損傷する事故を評価。炉

内燃料体の取出しでは燃料体を容器内で取扱うため、事故発生時に放射性物質を直接雰囲

気中に放出せず、既認可の事故想定は保守的な設定。また、全燃料体が内包する放射性ガ

スが放出される現実的には生じ得ない事態の評価も実施済み。部分装荷状態では炉内に残

る燃料体数は全数より少ないため、既認可の放射性ガス放出量は最大となる想定。事故想

定が部分装荷時の事故状態を上回っており、部分装荷は既評価に影響を与えない。

⇩M21次頁へ

前頁より
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表1-2　事故評価への影響

1―1―4 1―1―4―1

1―1―4―2

1―1―5 1―1―5―1

1―1―5―2

冷却系機能喪失事故

起動することができないよう恒久的な措置を講じていることから、廃止措置段階では炉心

が臨界とはならない。また、部分装荷を開始する時点において、炉心燃料は132体取出され

ており、制御棒が全数引抜かれても臨界しない。炉心燃料の未臨界性維持に関して安全な

状況。

部分装荷を開始する状態において既に臨界になり得ず、更に燃料体数が減るので、部分装

荷状況が進展しても臨界事故は起こりえない。

部分装荷時における

臨界事故対応への影

響

既認可では、除熱機能全喪失を評価。炉心燃料がNa中に漬かっていれば、燃料体の健全性

が維持される。部分装荷開始時点で炉心燃料体は66体と、廃止措置開始時点の1/3で崩壊熱

量も小さい。炉心の総発熱量も小さいの状態で、既認可と同様の条件と手法で冷却機能喪

失時の燃料被ふく管肉厚中心温度を評価すると218℃である。よって除熱機能全喪失時の燃

料被ふく管肉厚中心温度は既評価に包含される。(4ー1ー1ー1、4ー1ー2参照。)

部分装荷状態が既評

価へ与える影響
臨界事故

部分装荷では、模擬燃料体が部分的に装荷されず、その部分には模擬燃料体に比較して熱

伝導性の良いNaが満たされる。除熱機能喪失に対しては、全装荷状態に比較し部分装荷状

態の方が、燃料体は冷却されやすい。なお、事故が発生すれば、燃料取出し作業は中断

し、安全を確認。原因究明、再発防止対策を検討。復旧後、燃料体の取出し再開となる。

燃料体の取出し工程が遅延する。

部分装荷時における

冷却系機能喪失事故

対応への影響

部分装荷状態が既評

価へ与える影響

⇩M21次頁へ

⇧M21前頁より
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表1-3　災害評価への影響
1 1―2 1―2―1 1―2―1―1

1―2―1―2

1―2―2 1―2―2―1

1―2―2―2

燃料体が部分装荷状態の場合、燃料体同士の隙間が全装荷状態に比べ広がる。地震に

よる燃料体の震動状況が全装荷状況と変わり、ラッパ管の健全性評価(炉心体系の維

持)に影響を与える可能性がある。3次元群振動解析の結果、ラッパ管の衝突荷重やエ

ントランスノズル付け根部の曲げに対する健全性は確保されており、炉心体系は維持

される。詳細は廃止措置計画変更申請（2019年7月22日申請、2019年11月13日補正

添付書類一　別添1.模擬燃料体の部分装荷時の影響評価について）参照。

地震により燃料被ふく管が破損しても、原子炉容器内での破損。バウンダリを構成す

る機器の耐震性が確認されており放射性物質の系外への直接放出はない。既認可で

は、燃料池において燃料体全数の破損を想定した評価を実施しており、炉容器内燃料

の破損は既評価(周辺公衆の放射線被ばくリスク)に影響を与えない。

津波/竜巻/火山噴火

部分装荷時における地震時

の燃料体の取出しへの影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけで、原子炉容器、燃料取扱設備の構造を変

えるわけではない。部分装荷で炉内構造物に加わる重量が124体分軽くなるが、炉内

構造物に加わる全体重量から見ればわずかであり、原子炉容器の耐震性評価にほとん

ど影響を与えない。燃料体の取出し作業中に大きな地震が発生すれば、全装荷、部分

装荷に関わらず燃料体の取出し作業は中断。地震を起因として外部電源が喪失して

も、燃料取出し作業は中断。施設の安全を確認した後に再開となるため、燃料体の取

出し工程が遅延する。

部分装荷状態が既評価へ与

える影響

部分装荷時における津波/

竜巻/火山噴火時の燃料体

の取出しへの影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけで、津波/竜巻/火山噴火の影響を受ける、

取水口廻りの設備、建物、電源設備に影響を与えない。

既認可で、燃料の冷却機能を喪失した際の、燃料被ふく管の健全性評価を実施済みで

あり、このような災害で電源を喪失、冷却系の機能を全喪失してもこの評価は変わら

ない。なお、燃料取扱設備は、停電時に燃料を落下させない構造を採用しており、燃

料体は落下しない。

全装荷、部分装荷に関わらず、外部災害を起因として施設が被害を受ければ、施設が

復旧し、安全性が確認されるまで、燃料取出しを行わない。燃料取出し作業中に外部

電源が喪失すれば、燃料取出し作業は中断し、安全を確認した後に再開となる。この

ような外部災害では、災害が終息し、施設の安全性が確認されるまで燃料取出し作業

は再開しないことから、燃料体の取出し工程が遅延する。

安全性への影響 災害評価への影響 地震
部分装荷状態が既評価へ与

える影響

耐震バックチェックでは、地震時の制御棒挿入性と炉心体系の維持(ラッパ管の健全

性維持)の評価を実施し機能が維持されることを確認。廃止措置段階では制御棒は挿

入されており制御棒の挿入機能は必要なく、既評価に影響を与えない。

⇩ 矢印M31次頁へ

前頁より

1-11



表1-3　災害評価への影響

1―2ー3 1―2―3―1

1―2―3―2

火災/内部溢水
部分装荷状態が既評価へ与

える影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけで、Na火災や内部溢水に関係する設備に

直接影響を与えない。

部分装荷時における火災/

内部溢水時の燃料体の取出

しへの影響

既認可で、燃料の冷却機能を喪失した際の、燃料被ふく管の健全性評価を実施済み。

火災や内部溢水で電源を喪失、冷却系の機能を全喪失してもこの評価は変わらない。

全装荷、部分装荷に関わらず火災や内部溢水が原因で停電となれば、燃料取出し作業

は中断する。原因究明、再発防止対策を検討、施設を復旧し、安全を確認した後に再

開となるため燃料体の取出し工程が遅延する。

⇧M31前頁より
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表1-4　炉心体系が変わることの影響
3 3―1 3―1―1 3―1―1―1

3―1―1―2

3―1―1―3

3―1―2 3―1―2―1

部分装荷の場合、全装荷と比較し隣接燃料体との接触面数が6面から3面に減り、燃料体同

士の隙間も広がる。地震による燃料体の振動状況が変わり、パッド部における衝突荷重も

変わる。ラッパ管の健全性評価に影響を与える可能性がある。3次元群振動解析の結果、

ラッパ管の衝突荷重やエントランスノズル付け根部の曲げに対する健全性は確保される。

廃止措置計画変更申請（2019年7月22日申請（2019年11月13日補正）添付書類一　別添1.

模擬燃料体の部分装荷時の影響評価について）参照。

部分装荷状態の場合、燃料体同士の隙間が全装荷状態に比べ広がる。地震による燃料体の

振動状況が、全装荷状況と変わり、ラッパ管の健全性評価(炉心体系の維持)に影響を与える

可能性がある。3次元群振動解析の結果、ラッパ管の衝突荷重やエントランスノズル付け根

部の曲げに対する健全性は確保される。廃止措置計画変更申請（2019年7月22日申請、

（2019年11月13日補正）添付書類一　別添1.模擬燃料体の部分装荷時の影響評価につい

て）参照。

（燃料体頂部の中心位置の変位量が、全装荷時に比べ増える可能性がある。燃料交換装置

グリッパの接続時に異常警報が発報する可能性があるが、燃料体頂部中心の変位は設計範

囲内にあり、燃料取出しに支障はない。3―2―1―1、3－3－1－1参照。）

部分装荷では燃料体が装荷されない空間が発生し、空間部の流量が増える（約10倍）。部

分装荷でなくとも燃料交換時はこのような流量変化があり、燃料交換が支障なく行われて

いる。燃料未装荷部分の流量変化は燃料取出しに影響を与えない。

燃料体の跳び上がり量が大きい場合、燃料交換装置底面(グリッパガイド底面：40㎜、       
    や、炉心上部機構底面(整流管底面：                    )と燃料体頂部が接触する。燃料体頂部

が他機器と干渉すると、燃料取出しに影響を与える可能性がある。3次元群振動解析の結

果、地震時の燃料体の跳び上がり量評価結果は最大20㎜程度であり、燃料交換装置底面ま

での最短距離40㎜よりも小さい。燃料体頂部は燃料交換装置底面と干渉しない。2019年10

月17日もんじゅ安全監視チーム資料＜資料2-2-2＞部分装荷時における燃料体の跳び上が

り挙動について参照。

炉心の流動抵抗が減ることで炉心流量が増える。流量増加の上限は系統側の圧力損失で制

限されるものの、1次主冷却系主循環ポンプ（ポニーモータ）の負荷は増加する。但し、ポ

ンプの運転は定回転数運転であり、流量が増加するとポンプの揚程が低下することから、

循環流量が増加してもポンプの負荷はほとんど増加せず、運転に支障はない。

地震時に跳び上がる

ことの影響

流量が変化する影響

他機器と干渉する可

能性

燃料取扱い機能への

影響

炉心体系が変わるこ

との影響

未装荷箇所の空間が

増えることの影響

隣接燃料体からの拘

束面が減る影響

燃料体周囲の隙間が

増大する影響

⇩ N41次頁へ

前頁よりへ
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表1-4　炉心体系が変わることの影響

3―1―2―2

3―1―2―3 跳び上がった燃料体が着地する際に炉心支持板へ衝突するが、実験に用いたラッパ管が座

屈により損傷しないことを確認している。地震によって燃料体が跳び上がり、炉心支持板

に衝突した際、ラッパ管の荷重は座屈荷重を超えないこと、燃料被ふく管は169本が束と

なっており、剛性が高く、全長で座屈することは無い。燃料被ふく管の局所的な座屈を評

価しても座屈荷重を超えることは無い。

燃料体頂部変位が大

きくなる可能性

炉心支持板への衝突

による影響

燃料体の跳び上がり量が大きい場合、ラッパ管上部パッド部高さ(45㎜)や、ラッパ管エン

トランスノズルと連結管との嵌合部深さ(60㎜)を超えると、燃料体頂部中心位置の変位量

が大きくなり、燃料取出しに影響を与える可能性がある。3次元群振動解析の結果、地震時

の燃料体の跳び上がり量評価は最大20㎜を超えない程度であり、ラッパ管上部パッド部高

さ45㎜よりも小さい。燃料体頂部中心位置の変位量は、エントランスノズルと連結管との

嵌合部の隙間から制限される傾きを超えて変位することはない。2019年10月17日もんじゅ

安全監視チーム資料＜資料2-2-2＞部分装荷時における燃料体の跳び上がり挙動について参

照。

⇩ N41次頁へ

⇧ N41前頁よりへ
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表1-5　燃料取扱設備への影響

3 3―2 3―2―1 3―2―1―1

3―2―1―2

3―2―2 3―2―2―1

3―2―2―2

3―2―3 3―2―3―1

3―2―3―2

3―2―4 3―2ー4―1

3―2―4―2

3―2―5 3―2―5―1

3―2―5―2

部分装荷により、燃料体頂部の中心位置の変位量が、全装荷時に比べ増える可能性があ

る。燃料交換装置グリッパの接続時に異常警報が発報する可能性があるが、燃料体頂部中

心の変位は設計範囲内にあり、燃料取出しに支障はない。廃止措置計画変更申請（2019年

7月22日申請（2019年11月13日補正）添付書類一　別添1.模擬燃料体の部分装荷時の影響

評価について）参照。（3－1－1－2、3－3－1－1参照）

回転プラグへの影響
部分装荷状態が設備

に与える影響

炉内構造物への影響
部分装荷状態が設備

に与える影響

しゃへいプラグへの

影響

部分装荷状態が設備

に与える影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、しゃへいプラグの設備変更はないた

め、しゃへいプラグの機能に影響を与えない。

部分装荷の場合、模擬燃料体を装荷しないことから、炉心支持板に加わる荷重が減る。原

子炉構造全体から見ればわずかな重量変化であり、設備にほとんど影響を与えない。

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取り出

しに与える影響

燃料取扱い機能への

影響

燃料取扱設備への影

響

燃料交換装置への影

響

部分装荷状態が装置

に与える影響

炉内中継装置への影

響

部分装荷状態が装置

に与える影響

全装荷、部分装荷に関わらず、燃料交換装置の作動状況に異常、トラブル等が発生すれ

ば、燃料体の取扱機能や移送機能に支障をきたす。復旧後、燃料体の取出しを再開する

が、復旧までに時間を要する場合は燃料体の取出し工程が遅延する。

全装荷、部分装荷に関わらず、炉内中継装置の作動状況に異常、トラブル等が発生すれ

ば、燃料体の受渡し機能に支障をきたす。復旧後、燃料体の取出しを再開するが、復旧ま

でに時間を要する場合は燃料体の取出し工程が遅延する。

全装荷、部分装荷に関わらず、回転プラグの作動状況に異常、トラブル等が発生すれば、

燃料体の移送機能や燃料交換装置の位置決め機能に支障をきたす。復旧後、燃料体の取出

しを再開するが、復旧までに時間を要する可能性が高く、燃料体の取出し工程が遅延す

る。

全装荷、部分装荷に関わらず、故障により放射線遮蔽や気密機能、回転プラグの支持機能

に影響する場合は燃料燃料体の取出しを中断し、原因の調査・究明を行う。復旧までに時

間を要する可能性が高く、燃料体の取出し工程が遅延する。

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、回転プラグの設備変更はないため、回

転プラグの機能に影響を与えない。

部分装荷の場合、燃料出入機から、模擬燃料体入りの燃料移送ポットの受渡し過程がなく

なる。この過程は全装荷時にも、最初の燃料移送ポットの搬入時に行われており、部分装

荷による影響はない。

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取り出

しに与える影響

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取り出

しに与える影響

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取り出

しに与える影響

全装荷、部分装荷に関わらず、静的機器である炉内構造物に異常が発生すれば、燃料取出

し作業は中断、異常状況の調査、原因究明を行う。その後必要な補修となることが予想さ

れ、再開までに時間を要する可能性が高く、燃料体の取出し工程が遅延する。

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取り出

しに与える影響

⇧M51前頁より

⇩M51次頁へ
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表1-5　燃料取扱設備への影響

3―2―6 3―2―6―1

3―2―6―2

3―2―7 3―2ー7―1

3―2―7―2

3―2―8 3―2―8―1

3―2―8―2

3―2―9―1

3―2―9

3―2―9―2

保修用機器への影響
部分装荷状態が設備

に与える影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、保修用機器の設備変更はないため、保

修用の機能に影響を与えない。

原子炉容器への影響
部分装荷状態が設備

に与える影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、原子炉容器の設備変更はないため、原

子炉容器の機能に影響を与えない。

部分装荷状態が設備

に与える影響

計測制御系への影響
部分装荷状態が設備

に与える影響

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取り出

しに与える影響

全装荷、部分装荷に関わらず、保修用機器の作動状況に異常、トラブル等が発生すれば、

燃料取出し作業に支障をきたす。復旧後、燃料体の取出し作業再開となる。復旧までに時

間を要する場合は、燃料体取出し作業全体の工程が遅延する。

全装荷、部分装荷に関わらず、燃料取扱設備の計測制御系に故障、トラブル等が発生すれ

ば、燃料取出し作業に支障をきたす。復旧後、燃料体の取出し作業再開となる。復旧まで

に時間を要する場合は、燃料体の取出し工程が遅延する。

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、炉心上部機構の設備変更はないため機

能に影響を与えない。（燃料体の跳び上がり量は20㎜程度であり、燃料体と炉心上部機

構との間は                   であることから衝突しない。3―1―2―1参照。）炉心上部機構への影

響
廃止措置段階において、燃料集合体出口の温度・流量計や制御棒の挿入性は不要。全装

荷、部分装荷に関わらず、故障により放射線遮蔽や気密機能に影響する場合は、燃料体の

取出し作業に支障をきたし、燃料体の取出しを中断。復旧までに時間を要する場合は、燃

料体の取出し工程が遅延する。

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取出し

に与える影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、燃料取扱設備の計測制御系の設備変更

はないため機能に影響を与えない。

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取り出

しに与える影響

全装荷、部分装荷に関わらず、静的機器である原子炉容器に異常が発生すれば、燃料取出

し作業は中断、異常状況の調査、原因究明を行う。その後必要な補修となることが予想さ

れ、再開までに時間を要する可能性が高く、燃料体の取出し工程が遅延する。

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取り出

しに与える影響

ｸﾞﾘｯﾊﾟ交換装置、

ﾌﾟﾗｸﾞ取扱装置、

輸送ｹｰｼﾝｸﾞ 等

⇧M51前頁より

⇩M51次頁へ
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表1-6　燃料取扱設備操作性への影響

3 3―3 3―3―1 3―3―1―1

3―3―2 3―3―2―1

3―3―2―2

3―3―3 3―3―3―1

3―3―3―2
プログラム変更誤り

のリスク

操作手順への影響 操作手順変更の影響

操作員への影響

プログラム変更時のエラー発生の可能性は否定できない。プログラム変更では、工場試

験、もんじゅにおける実作動試験を実施し、エラーがないことを確認。その後実機運用に

入ることで、プログラム変更誤りの発生を防止する。

自動制御ソフトへの

影響

操作手順プログラム

への影響

部分装荷時はEVSTから炉内中継装置への移送が空の燃料移送ポットのみとなる。この操作

は全装荷時にも、燃料交換の最初と最後、及びEVSTの列が変わる毎に実施される操作。実

績のある操作であり、影響はほとんど出ないが、操作手順変更となり手順書の変更が必

要。

燃料交換作業が自動化運転が基本で、操作員が操作ミスを起こす可能性は低い。自動化運

転除外した場合、手動操作となるが、今年度実施した炉心からの燃料取出し作業にて経験

が蓄積されている。操作員が操作ミスを起こすほどの影響はない。

部分装荷時はEVSTから炉内中継装置への移送が空の燃料移送ポットのみとなり、制御ソフ

トの変更が必要となる。部分装荷開始までには期間があり、プログラム変更に必要な期間

は十分確保されており、余裕をもってプログラム変更対応が可能。

燃料取出し機能への

影響

燃料取扱設備の操作

への影響
計測制御系への影響

部分装荷状態が設備

に与える影響

部分装荷状態では、隣接する燃料体が減り、隣接燃料体によって燃料体同士が支え合う効

果が減る。この効果は、燃料体の傾きを増加、低減、いずれの方向にも作用し、燃料交換

装置グリッパの燃料体との接続に際し、警報発報の要因となりうる。しかし、燃料体の傾

きはエントランスノズルと連結管の嵌合部の隙間で制約され、燃料体頂部の変位量は設計

範囲内。警報が発報しても、燃料取出しに支障はない。廃止措置計画変更申請（2019年7

月22日申請、2019年11月13日補正　添付書類一　別添1.模擬燃料体の部分装荷時の影響評

価について）参照。（3－1－1－2、3－2－1－1参照）
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表1-7　冷却機能/ナトリウム内包機器等への影響
4―1―1―1

4 4―1 4―1―1

4―1―2

5 5―1 5―1―1

5―1―2

5―2 5―2―1

5―2―2

5―3 5―3―1

入熱機能喪失（電源喪

失）による影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、窒素雰囲気、ナトリウム漏えい検出

器、ライナ等のナトリウム漏えい対策設備に関わる変更はなく、ナトリウム漏えい時の化

学的影響緩和機能に影響を与えない。

炉心燃料への影響冷却機能への影響

未装荷領域に冷却材が多

く流れ、装荷領域の流量

が減ることの影響

ナトリウム凍結防止へ

の影響

ナトリウム漏えい対策

への影響

保温材/予熱設備への影

響

ナトリウム漏えい対策設

備への影響

ナトリウム内包機器等

への影響

空気との直接接触防止

への影響

隔壁(バウンダリ)への影

響

カバーガスへの影響
燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、カバーガス境界及びシール部等の気密

機能に関わる変更はなく、カバーガスの正圧保持機能に影響を与えない。

燃料体数が減ることにより、炉心燃料の有する崩壊熱が減り、電源喪失時のNa凍結のリス

クが高まる。しかし、これは全装荷、部分装荷に関わらず、燃料体の取出し時に当初から

想定しているリスク。炉心構成要素、炉内構造物、原子炉容器及び冷却材を加えた炉容器

の熱容量は大きいため、短期間でNaが凍結に至ることはない。外部電源が喪失した場合

は、全装荷、部分装荷共に非常用ディーゼル発電機から電源を供給、ディーゼル発電機が

使用不能な場合は電源車を接続し電源を供給する。

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、保温材、予熱設備に関わる変更はな

く、保温材/予熱設備に影響を与えない。

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、ナトリウム内包機器、しゃへいプラ

グ、燃料取扱設備等の構造に関わる変更はなく、バウンダリの構造健全性に影響を与えな

い。

炉心流量変化による影

響

主冷却系はポニーモータ運転であり、外部電源喪失時には非常用ディーゼル発電機から電

源が供給され、冷却系の運転は継続され冷却系の機能は維持される。

除熱機能喪失（電源喪

失）による影響

部分装荷開始時点で炉心燃料体数は初期の198体から66体と1/3に減る。炉心の総発熱量も

小さいの状態で、既認可と同様の条件と手法で冷却機能喪失時の燃料被ふく管肉厚中心温

度を評価すると218℃である。除熱機能を喪失しても、燃料被ふく管の健全性は維持され

る。また、燃料体の頂部から流出するNa温度もほとんど影響を受けない。

既認可の評価にて冷却材の流動がない状態における燃料被ふく管の健全性を評価してお

り、流量がなくとも冷却可能。（4－1－2参照）（また、燃料交換装置にかかる流量は従前

と変わらす取扱に支障ない。系統圧損が減少し、流量が増加するが、1次主冷却系循環ポン

プ(ポニーモータ)の負荷としてはそれほど増加しない。3―1―1―3参照）
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表1-8　放射性物質内包機器・放射性廃棄物処理/処分等への影響
6 6―1 6―1―1

6―1―2

6―2 6―2―1

6―2―2

7 7―1 7―1―1 7―1―1―1

7―1―1―2

7―1―2 7―1―2―1

7―1―2―2

7―2

放射線性物質内包機

器等への影響

放射性物質拡散防止

への影響
気密機能への影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、しゃへいプラグ、燃料取扱設備の気密

機能に関わる設備に変更はなく、気密機能に影響を与えない。

放射性物質浄化機能

への影響

燃料体が保有する放射性ガスが十分減衰していることから、換気空調設備浄化系(放射性よ

う素の除去)の機能維持は必要としておらず、放射性物質の浄化機能に影響を与えない。

放射線遮蔽への影響
炉心からの放射線遮

蔽への影響

使用済燃料からの放

射線遮蔽への影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、燃料取扱設備、燃料貯蔵設備まわりの

放射線遮蔽に関わる設備に変更はなく、使用済燃料からの放射線遮蔽機能に影響を与えな

い。

部分装荷では模擬体に囲まれた燃料体を取出し、Naに置き換わる。模擬体(SUS材)よりも

Naの方が放射線の透過率は大きいが、線源である燃料体とNaが置き換わって減少していく

こと、しゃへいプラグや生体しゃへい壁等の放射線遮蔽に関する設備は維持されているこ

とから、作業雰囲気の放射線量率上昇にほとんど影響を与えない。

放射性廃棄物処分へ

の影響

燃料処理貯蔵設備へ

の影響

燃料処理設備(燃料洗

浄設備等)への影響

燃料貯蔵設備(燃料池/

貯槽ﾗｯｸ等)への影響

放射性廃棄物の処分

への影響

部分装荷が設備に与

える影響

装荷される模擬燃料体数が減り、放射性廃棄物の発生量が削減される。併せて模擬燃料体

のNa洗浄に伴い発生する放射性廃棄物の発生量も削減される。

部分装荷が設備に与

える影響

全装荷、部分装荷に関わらず洗浄対象燃料体の数は変わらず、部分装荷が燃料洗浄設備の

負荷を増やすことはない。ただし、部分装荷では模擬燃料体の炉心装荷数が減る分、燃料

洗浄設備の負荷が減る。

部分装荷では模擬燃料体の炉心装荷数が減り、その分EVSTに持ち込まれる模擬燃料体の数

が減る。一方、燃料池に貯蔵する燃料体数量は、全装荷、部分装荷に関わらず変わらな

い。

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取出し

作業に与える影響

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取出し

作業に与える影響

全装荷、部分装荷に関わらず、設備に故障、トラブル等が発生すれば、復旧まで燃料洗浄

ができず、燃料取出し作業に支障をきたす。復旧までに時間を要する場合は、燃料体取出

し作業全体の工程が遅延する。

全装荷、部分装荷に関わらず、設備に故障、トラブル等が発生すれば、復旧まで燃料貯蔵

ができず、燃料取出し作業に支障をきたす。復旧までに時間を要する場合は、燃料体の取

出し作業全体の工程が遅延する。
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燃料体の跳び上がり時における燃料被ふく管の健全性：本文 

 

1. 概 要 

耐震安全性評価では、最大規模の地震発生時に燃料体が跳び上がることが確認

されている。この場合、燃料体が炉心支持板と衝突し、その反力として燃料体の鉛直

方向には衝突荷重が発生する。本資料は、燃料体のラッパ管及び燃料被ふく管へ

の影響程度を評価した資料である。 

 

2. 燃料体の炉心支持板への衝突 

燃料体が跳び上がり、炉心支持板上に落ちると連結管の受面に衝突し、衝突荷

重が発生する。この時発生する衝突荷重 Pを、燃料体エントランスノズル部の球面

座を定数 κのバネと見做し、高さ h から質量m の燃料体が落下すると考えて概算

する。燃料体の落下モデルを図１に示す。落下燃料体の位置エネルギーとバネ部に

蓄えられる全ひずみエネルギーを等しいとすれば、ひずみ量を u、重力加速度を g

として、以下の関係が成り立つ。 

𝑢 =
𝑚𝑔

𝛋
( 1 + √1 +

2𝛋ℎ

𝑚𝑔
 )           ① 

衝突の際に発生する荷重 Pは、バネ定数 κ とひずみ量 u の積となり 

𝑃 = 𝑢𝛋 = 𝑚𝑔( 1 + √1 +
2𝛋ℎ

𝑚𝑔
 )      ② 

となる。また、衝突荷重 P＝質量m×加速度αとすれば 

衝突時の加速度α[G]は以下のようになる。 

𝛼 =
𝑃

𝑚𝑔
= 1 + √1 +

2𝛋ℎ

𝑚𝑔
           ③ 

エントランスノズル部の球面座の剛性（鉛直方向 

のバネ定数 κ）は 1.5×105 [N/mm]となる。 

燃料体の質量m は 180.7[kg]、 
落下高さ h を 20 [mm]とすれば、衝突荷重 Pは、 

①、②式の関係から 1.05×105 [N]、衝突加速度α 

は③式から 59[G]となる。 

なお、実際はナトリウム中の落下であり、流体の効果 

（例えば浮力）が働き、実際の衝突加速度は 59 [G] 

よりも小さくなる（解析では 40～50[G]となっている）。 

本資料では衝突による燃料体への影響程度を評価するため、加速度αは保守的

な値として 60[G]を用いる。 

 

 

 

燃料体 

 

 

κ：球面座の剛性 

 

 

落下 

 

連結管受面 

（炉心支持板） 

 

図 1 燃料体の落下モデル 

m 
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3. ラッパ管の座屈評価 

燃料体が炉心支持板上へ落下すると、燃料体には鉛直方向の力が働く。鉛直方

向に圧縮荷重が働くことで、評価上厳しくなると予想されるラッパ管部の座屈に関し

評価を行う。燃料体の構造を図２に示す。燃料体の全長は 4200[mm]であるが、肉

厚が 3[mm]と薄いラッパ管部の長さ ℓ は 2946[mm]である。また、燃料体の重量は

180.7 [kg]であるが、ラッパ管部にエントランスノズル部、燃料要素部等の重量は加

わらない。このため、ラッパ管部にはラッパ管、ハンドリングヘッド、上部遮へい体の

合計重量 Wr：37.7[kg]が加わるものとして評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

衝突時にラッパ管部に加わる荷重は、定性的に下部が大きく、上部ほど小さくな

る。ここでは、ラッパ管に加わる衝突荷重 Lcが、図２左に示すように全てラッパ管上

端に加わるとして、保守的に座屈評価を行う。衝突時の加速度を 60 [G]とすれば、ラ

ッパ管に加わる荷重 Lcは次のようになる。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ラッパ管の座屈評価 

 

図２ 燃料体と座屈評価モデル 

4200mｍ 

2946mｍ 
2813mｍ 

荷重 Lc 

炉心支持板 

ラッパ管 
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𝐿𝑐 = 𝑊𝑟 × 𝛼 × 𝑔 

= 37.7 × 60 × 9.8 = 2.22 × 104 [N]        ④ 

一方、材料力学で示されるオイラーの座屈荷重 Pcrは、 

𝑃𝑐𝑟 = 𝑛𝜋2 𝐸𝐼

ℓ2
                             ⑤ 

n ：座屈係数  E ：縦弾性係数  I ：断面 2次モーメント  ℓ ：柱の長さ 

である。ラッパ管の座屈は両端拘束条件とすれば n=4 となる。200℃の縦弾性係数

Eは 1.83×105 [N/mm2]であり、また断面 2次モーメント Iは 1.80×106 [mm4]、ラッ

パ管部の長さ ℓ は 2.946×103 [mm]である。⑤式から、オイラーの座屈荷重 Pcrを

求めると 1.50×106 [N]となる。オイラーの座屈荷重 Pcrに比較し、ラッパ管に加わる

衝突荷重 Lc：2.22×104 [N]は十分小さく、ラッパ管が座屈することはない。 

 

4. 燃料被ふく管の座屈評価 

燃料要素の全長は 2.813 [m]であるが、集合体として 169本が束ねられており、

断面 2次モーメントも大きく剛性が高い。しかも、ラッパ管に拘束されていることから、

燃料要素の集合体全体が大きくたわみ座屈することはない。ちなみに④式に燃料体

の重量 180.7[kg]を入れても座屈荷重 Pcrを下回る。このため、燃料被ふく管の座屈

は、局所的な座屈を考え評価を行う。 

燃料要素にはワイヤスペ

ーサが巻き付けられており、

これによって拘束を受ける。 

従って、燃料要素が鉛直方

向の荷重を受けてたわむ場

合、定性的にはワイヤスペ

ーサが拘束していない方向

にたわみやすい。このた

め、燃料被ふく管の座屈評

価は、ワイヤスペーサの１ス

パン間（ℓp：307[mm]）でたわみが発生することを想定し評価を行う。 

燃料要素１本の重量は 0.62 [kg]であるが、そのうち燃料材料重量 0.35 [kg]は

下部端栓上に荷重が加わることから、燃料被ふく管に加わらない。よって燃料被ふく

管重量 Wpを 0.27 [kg]とする。衝突時の加速度を 60[G]とすれば、燃料被ふく管に

加わる荷重 Lcpは④式と同様にして求めると、Lcp＝1.59×102 [N]となる。 

一方、オイラーの座屈荷重 Pcrpを、両端拘束条件として n=4、200℃の縦弾性係

数 Eを 1.83×105 [N/mm2]、断面 2次モーメント Ipを 40.7 [mm4]、ワイヤスペーサ

間の距離 ℓp を 307 [mm]とし、⑤式を適用して求めると、オイラーの座屈荷重 Pcrp

 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 燃料要素のたわみ方向 

 

 

ラッパ管 

燃料要素 

ワイヤ 
スペーサ 
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は 3.12×103[N]となる。オイラーの座屈荷重 Pcrpと比較し、燃料被ふく管に加わる

衝突荷重 Lcp：1.59×102 [N]は十分小さく、燃料被ふく管が座屈することはない。 

 

5. まとめ 

最大の地震を想定すると、燃料体は 20 [mm]程度跳び上がり、落下時に炉心支

持板と衝突する。その際、燃料体の鉛直方向に衝突荷重が発生するが、この衝突荷

重はラッパ管及び燃料被ふく管の座屈荷重を下回る。このため、燃料被ふく管が座

屈により損傷することはない。 
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1. 設計・建設規格におけるオイラー座屈評価 

日本機械学会の設計・建設規格に燃料体の座屈評価に関する技術基準を示した

規定はないが、「SSB-3000 クラス１支持構造物の設計」の中の SSB-3121.1(3)に圧

縮応力の記載、いわゆるオイラーの座屈理論をもとにした基準がある。以下にその概

要を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
日本機械学会の設計・建設規格 SSB-3121.1 では、有効細長比 λ が限界細長

比 Λを超える場合の許容圧縮応力 fcを以下としている。 

𝑓𝑐 = 0.277𝐹(𝛬/𝜆)2                         (1)                                         

ここで Fは許容応力を決めるための基準値でMin[ 1.35Sy, 0.7Su, Sy(RT) ]である。

ラッパ管や燃料被ふく管の材質SUS316:20%CWの場合、200℃においては 0.7Su

が小さく、F 値は 415[N/mm2]となる。また、有効細長比 λ、限界細長比 Λ は、それ

ぞれ以下となる。 

𝜆 = ℓ𝑘/𝑖   𝛬 = √(𝜋2𝐸/0.6𝐹)                (2)                                      

ℓk は座屈長さ、iは座屈軸についての断面２次半径であり、I を断面２次モーメント、

A を断面積とすれば、それぞれ以下のとおり。 

ℓ𝑘 = ℓ/√𝑛    𝑖 = √𝐼/𝐴                     (3)                                        

(1) (2)式の関係を(3)式に入れて整理すると、fcとオイラーの座屈荷重 Pcrとの関係は 

𝑓𝑐 = 0.277𝐹(Λ/𝜆)2 = (0.277𝜋2 𝐸 ⁄ 0.6)/(ℓ𝑘 ⁄ 𝑖 )2 
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= (0.462𝜋2𝐸)/ {(ℓ √𝑛⁄ ) (√𝐼 𝐴⁄ )⁄ }
2
 

= 0.462 × (
𝑛𝜋2𝐸𝐼

ℓ2𝐴
) = 0.462 × (𝑃𝑐𝑟/𝐴)         (4) 

となる。 

(4)式から設計・建設規格では許容圧縮応力 fc を、オイラーの座屈応力 σcr の

46％程度に制限している。ただし、供用状態 Dにおいては fcを 1.5 倍まで許容して

いることから、最大の地震を想定する供用状態 D では、許容圧縮応力 fcはオイラー

の座屈応力 σcr（=Pcr/A）の約 69％となる。 

座屈長さ ℓk は、前頁解説表 SSB-3121-1にあるように、理論値と推奨値では差

がある。両端拘束の場合、ℓkは理論値：0.5ℓ、推奨値：0.65ℓである。ℓk、ℓ、n の関係

は 
ℓ𝑘 = ℓ/√𝑛  

であることを考えると、0.5ℓ と 0.65ℓでは n の比は 4：2.37である。従って、本文第 3

項に示す⑤式を用いて求めたオイラーの座屈荷重 Pcrに、機械学会の推奨座屈長

さ ℓkを適用すると、座屈荷重は約 59％（＝2.34／4）に低下する。 

しかしながら、燃料被ふく管の座屈荷重 Pcrp＝3.12×103 [N]を 0.59倍しても

1.84 ×103 [N]、更にこの値を 0.69倍しても 1.27×103 [N]である。燃料体が炉心支

持板に衝突する際に燃料被ふく管に加わる荷重 Lcp＝1.59×102 [N]と比べると、い

ずれも十分大きく、燃料被ふく管が座屈することはない。 

 

2. 断面性能 

(1) ラッパ管 

ラッパ管の断面性能は次のように計算する。材料力学の公式集によれば正六角

形の断面２次モーメント Iはどちらの断面に対しても 

𝐼 =
5√3

16
𝑅4 

である。R と h の関係 
𝑅 = ℎ/√3 

を用いて Rを h に置き換えると 

𝐼 =
5√3

144
ℎ4 

ラッパ管を正六角形とすれば、 

断面寸法が h1＝110.6 [mm]、 

h2＝104.6 [mm]なので、 

ラッパ管の断面２次モーメントＩ は ラッパ管部断面 

 

110.6 

104.6 
3 
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𝐼 =
5√3

144
(ℎ1

4 − ℎ2
4) 

=
5√3

144
(110.64 − 104.64) = 1.80 × 106 [mm4] 

となる。また、断面積 A は 

𝐴 =
3

2
tan 30° × (ℎ1

2 − ℎ2
2)＝ 1.12 × 103  [mm2] 

となる。 

 

(2) 燃料被ふく管 

燃料被ふく管の断面性能は次のように計算する。材料力学の公式集によれば円

筒の断面２次モーメント Iは 

𝐼 =
𝜋

64
(𝐷4 − 𝑑4) = 40.7[mm4]   

となる。また、燃料被ふく管の断面積 

Aは 

𝐴 =
𝜋

4
(𝐷2 − 𝑑2) = 8.9[mm2] 

となる。 

一方断面２次半径 i は 

𝑖 =
√𝐷2 + 𝑑2

4
= 2.14[mm] 

となる。ℓ を 307 [mm]とすれば、有効細長比 λ は 

𝜆 =
ℓ𝑘

𝑖
=

0.65 × 307

2.14
= 93.2             ただし ℓ𝑘 = 0.65ℓ   

限界細長比 Λは、縦弾性係数 Eを 1.83×105 [N/mm2]、Fを基準値(0.7Su＝416 

[N/mm2] )として、 

𝛬 = √(𝜋2𝐸/0.6𝐹) 

= √(𝜋2 × 1.83 × 105)/(0.6 × 416) = 85 

となる。日本機械学会の設計・建設規格に従えば、有効細長比 λ: 93.2は限界細

長比 Λ: 85を超えており、オイラー座屈を考慮した評価を実施することとなる。 

6.5 

5.56 

燃料被ふく管断

面 
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図　もんじゅの炉心の流量配分領域図

表　もんじゅの炉心構成要素の種類

中　性　子　源　集　合　体
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コメントNo.3に対する回答

コメント 炉⼼構成要素単体及び群振動としての振動モードは、衝突あるいは跳び上がりの有無、フル装荷から部分装荷とすること
により変化すると思われる。これらをどこまで正確に模擬しているのか説明すること。

回答

炉⼼構成要素全数に対し、運動⽅程式を⽴て、流体による効果も加味して時刻歴応答解析により、全炉⼼構成要素の挙動を求めることか
ら計算を効率的に⾏う（計算時間短縮、容量の増⼤化防⽌）ため、モーダル解析の⼿法を採⽤している。
具体的には、

• 各要素について⽔平XYの2⽅向、鉛直Zの1⽅向を考え、XY⽅向は3次モードまでの弾性変形を考えるとともに、重⼼廻りの回転を考
慮。ただし、鉛直Z軸廻りの回転は考慮しない。

• 外⼒として、重⼒、浮⼒の他に、パッド部の衝突荷重と摩擦⼒、エントランスノズル球⾯座の衝突荷重、エントランスノズルと連結管との
摩擦⼒、流体の排除質量（鉛直⽅向については炉⼼構成要素の20％、⽔平⽅向については流路網理論に基づき計算）、内部流
⽔による流体⼒、エントランスノズル下部空間のダッシュポット効果による流体⼒（もんじゅの構造では作⽤しない）を考慮。

• 固有振動モードの算出に当たっての考え⽅は以下の通り。
• 集合体はエントランスノズル部にて0.1mmの隙間で嵌合されているので、集合体はノズルの上部及び下部で⽀持された”⽚持ちはり”と

して固有モードを算定する。数10mm程度の跳び上がりが⽣じても、振動モードへの影響はほとんどないので考慮しない。
• 固有振動モードは、⽔中において内部の流体質量の影響を受けるので適切に考慮する。
• 衝突が⽣じても、その継続時間は数ミリ秒のオーダーであり、地震荷重の交番性からその影響は考慮しない。
• 全装荷、部分装荷とも固有振動モードは同じ。
• 4次以降の⾼次モードについては、周波数100Hzを超え、⼗分剛な領域となる周波数となるため考慮しない。
• このような解析モデルに、炉⼼⽀持板から地震時の加速度時刻歴波を⼊⼒し、炉⼼構成要素の挙動を解析し、パッド部の衝突荷重、

エントランスノズル部に発⽣する応⼒、跳び上がり量を算定した。
なお、以下に⽰す外⼒は影響が⼩さいため、考慮しなくとも炉⼼の群振動挙動を模擬できるとした。

• Z軸廻りの回転により発⽣するモーメント、エントランスノズル部を⽀点とした遠⼼⼒、流体による炉⼼構成要素壁⾯のせん断⼒、炉⼼
構成要素先端部が受ける流体抗⼒。

上記の前提で作成した解析コードの妥当性を確認するため、⼀連の群振動試験を実施し、試験結果と解析結果とを⽐較して解析コードの
妥当性を確認した。
解析コードであり、モデル化に限界はあるが、群体系における炉⼼構成要素の挙動を解析にて概ね再現できることを確認した。
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１．解析モデル

◎応答解析

・モーダル解析により運動⽅程式を解く
（計算の効率化）

・時刻歴解析

◎炉⼼構成要素の応答挙動 ＝ 剛体運動 ＋ 弾性運動

・重⼼の剛体運動のうち、鉛直軸回りの回転運動は拘束とみなす。
⽔平︓２⾃由度（並進、回転）×⽔平２⽅向=４⾃由度
鉛直︓１⾃由度（並進）

・弾性運動は、1次〜3次までの低振動モードを考慮する。
⽔平︓梁の1次〜3次モード×⽔平２⽅向=６⾃由度

1次〜3次の弾性変形を考慮

エントランスノズル部を
ピン⽀持

𝑀 𝑋ሷ ＋ 𝐶 𝑋ሶ ＋ 𝐾 𝑋 = 𝐹



𝑥ଵ,ଵ ‐‐ 𝑥ଵ,

𝑥ଶ,ଵ ‐‐ 𝑥ଶ,

𝑥ଷ,ଵ ‐‐ 𝑥ଷ,

𝑦ଵ,ଵ ‐‐ 𝑦ଵ,

𝑦ଶ,ଵ ‐‐ 𝑦ଶ,

𝑋 ＝ 𝑦ଷ,ଵ ‐‐ 𝑦ଷ,

𝑋ீ,ଵ ‐‐ 𝑋ீ,

𝑌 ,ଵ ‐‐ 𝑌 ,

𝜃ீ,ଵ ‐‐ 𝜃ீ,

𝜃ீ,ଵ ‐‐ 𝜃ீ,

𝑍ீ,ଵ ‐‐ 𝑍ீ,

𝑥ሶଵ,ଵ ‐‐ 𝑥ሶଵ,

𝑥ሶଶ,ଵ ‐‐ 𝑥ሶଶ,

𝑥ሶଷ,ଵ ‐‐ 𝑥ሶଷ,

𝑦ሶଵ,ଵ ‐‐ 𝑦ሶଵ,

𝑦ሶଶ,ଵ ‐‐ 𝑦ሶଶ,

𝑋ሶ ＝ 𝑦ሶଷ,ଵ ‐‐ 𝑦ሶଷ,

𝑋ሶீ,ଵ ‐‐ 𝑋ሶீ,

𝑌ሶீ ,ଵ ‐‐ 𝑌ሶீ ,

𝜃ሶீ,ଵ ‐‐ 𝜃ሶீ,

𝜃ሶீ,ଵ ‐‐ 𝜃ሶீ,

𝑍ሶீ,ଵ ‐‐ 𝑍ሶீ,

𝑥ሷଵ,ଵ ‐‐ 𝑥ሷଵ,

𝑥ሷଶ,ଵ ‐‐ 𝑥ሷଶ,

𝑥ሷଷ,ଵ ‐‐ 𝑥ሷଷ,

𝑦ሷଵ,ଵ ‐‐ 𝑦ሷଵ,

𝑦ሷଶ,ଵ ‐‐ 𝑦ሷଶ,

𝑋ሷ ＝ 𝑦ሷଷ,ଵ ‐‐ 𝑦ሷଷ,

𝑋ሷீ,ଵ ‐‐ 𝑋ሷீ,

𝑌ሷீ ,ଵ ‐‐ 𝑌ሷீ ,

𝜃ሷீ,ଵ‐‐ 𝜃ሷீ,

𝜃ሷீ,ଵ ‐‐ 𝜃ሷீ,

𝑍ሷீ,ଵ ‐‐ 𝑍ሷீ,

２．変位、速度、加速度マトリクス

X⽅向 1次モードの⼀般変位等
X⽅向 2次モードの⼀般変位等
X⽅向 3次モードの⼀般変位等
Y⽅向 1次モードの⼀般変位等
Y⽅向 2次モードの⼀般変位等
Y⽅向 3次モードの⼀般変位等
X⽅向 重⼼の絶対変位等
Y⽅向 重⼼の絶対変位等
重⼼のX軸回りの回転変位等
重⼼のY軸回りの回転変位等
Z⽅向 重⼼の絶対変位等

炉⼼構成要素本数炉⼼構成要素本数 炉⼼構成要素本数

𝑀 𝑋ሷ ＋ 𝐶 𝑋ሶ ＋ 𝐾 𝑋 = 𝐹
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 nM ： n 次のモード質量 

  dzmM
h

o
znzoznn   )()()(   

)( zn ：炉心構成要素の n 次固有振動モード 

)( zom ：質量の高さ方向分布 

z ：エントランスノズル下端からの高さ方向距離 
h ：炉心構成要素の全長 

  

1 ～ n 、


1 ～


n は次のように表される。 

  








 h

o

znz

h

o
znz

n

dzm

dzm

)(
2

)(0

)()(0




   n 次の刺激係数（水平動） 

  










h

o
znz

h

o
znkZ

n

dzm

dzzzm

)(
2

)(0

)()(0 )(




  n 次の刺激係数（回転動） 

３．質量マトリクス

要素のモード解析
・振動モード
・固有振動数
・n次のモード質量
↓

刺激係数（並進、回転）

𝑀 𝑋ሷ ＋ 𝐶 𝑋ሶ ＋ 𝐾 𝑋 = 𝐹

モード質量
重⼼の慣性⼒が

振動モードに及ぼす影響

振動モードの慣性⼒が
重⼼に及ぼす影響

重⼼の質量、
回転慣性モーメント

𝑀௫ଵ 0 0 0 0 0 𝑀௫ଵ𝛽௫ଵ 0 𝑀௫ଵ𝛽௫ଵ" 0 0

0 𝑀௫ଶ 0 0 0 0 𝑀௫ଶ𝛽௫ଶ 0 𝑀௫ଶ𝛽௫ଶ" 0 0

0 0 𝑀௫ଷ 0 0 0 𝑀௫ଷ𝛽௫ଷ 0 𝑀௫ଷ𝛽௫ଷ" 0 0

0 0 0 𝑀௬ଵ 0 0 0 𝑀௬ଵ𝛽௬ଵ 0 𝑀௬ଵ𝛽௬ଵ" 0

0 0 0 0 𝑀௬ଶ 0 0 𝑀௬ଶ𝛽௬ଶ 0 𝑀௬ଶ𝛽௬ଶ" 0

𝑀 = 0 0 0 0 0 𝑀௬ଷ 0 𝑀௬ଷ𝛽௬ଷ 0 𝑀௬ଷ𝛽௬ଷ" 0

𝑀௫ଵ𝛽௫ଵ 𝑀௫ଶ𝛽௫ଶ 𝑀௫ଷ𝛽௫ଷ 0 0 0 𝑚௫ 0 0 0 0

0 0 0 𝑀௬ଵ𝛽௬ଵ 𝑀௬ଶ𝛽௬ଶ 𝑀௬ଷ𝛽௬ଷ 0 𝑚௬ 0 0 0

𝑀௫ଵ𝛽௫ଵ" 𝑀௫ଶ𝛽௫ଶ" 𝑀௫ଷ𝛽௫ଷ" 0 0 0 0 0 𝐼௫ఏ 0 0

0 0 0 𝑀௬ଵ𝛽௬ଵ" 𝑀௬ଶ𝛽௬ଶ" 𝑀௬ଷ𝛽௬ଷ" 0 0 0 𝐼௬ఏ 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 𝑚௭
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４．減衰、剛性マトリクス

   MC  2][     MK ][

ζｎ︓n次のモード減衰 ωｎ︓n次の固有振動数

要素のモード解析
・n次の固有振動数
・n次のモード減衰
・質量マトリクス
↓

減衰、剛性マトリクス

0マトリクス0マトリクス

𝜁௫ଵ 0 0 0 0 0

0

0 𝜁௫ଶ 0 0 0 0

0 0 𝜁௫ଷ 0 0 0

0 0 0 𝜁௬ଵ 0 0

0 0 0 0 𝜁௬ଶ 0

𝜁 = 0 0 0 0 0 𝜁௬ଷ

0 0

𝜔௫ଵ 0 0 0 0 0

0

0 𝜔௫ଶ 0 0 0 0

0 0 𝜔௫ଷ 0 0 0

0 0 0 𝜔௬ଵ 0 0

0 0 0 0 𝜔௬ଶ 0

𝜔 = 0 0 0 0 0 𝜔௬ଷ

0 0

𝑀 𝑋ሷ ＋ 𝐶 𝑋ሶ ＋ 𝐾 𝑋 = 𝐹



3-6

５．考慮する外⼒⼀覧

影響因⼦ 影響の⼤きさ モデル化

① 衝突荷重・摩擦⼒の影響 パッド部の衝突荷重は数万ニュートンのオ
ーダーであり影響は⼤きい

パッド部と同様にエントランス
ノズル部、球⾯座部衝突荷重、
摩擦⼒を外⼒として考慮する

② 炉⼼構成要素に対する外
⼒作⽤点と重⼼のずれ

隣接要素に回転を拘束されるため、偏⼼
による発⽣するモーメントの影響は⼩さい

不要
（軸⽅向の回転⾃由度は
拘束）

③
エントランスノズル部を⽀点と
した振れによる遠⼼⼒の影
響

炉⼼構成要素に作⽤する遠⼼⼒は、
重⼒の⾼々0.7％程度なので影響は⼩さ
い

不要

④ 重⼒、浮⼒による影響 浮⼒は重⼒の約12％であり影響は⼤きい ⾒かけ上の重⼒加速度を⽤いて
考慮する

⑤ 流体排除質量の影響 外部流体の流体排除質量は、炉⼼構成
要素の約20％程度なので影響は⼤きい

⽔平⽅向は流路網による流体
⼒として考慮する。鉛直⽅向に
は外⼒として考慮する

⑥ 内部流⽔による荷重 内部流⽔による浮き上がり荷重は、重⼒に
対し約40％程度なので影響は⼤きい 外部荷重として適切に考慮する

⑦ エントランスノズル下部空間
での上下⽅向の流体⼒

エントランスノズル下部空間の形状によるが
ダッシュポット効果が⼤きくなる可能性があ
る（もんじゅではこの⼒は作⽤しない）

外部荷重として適切に考慮する

⑧ 流体による炉⼼構成要素
壁⾯せん断⼒の影響

炉⼼構成要素の⾃重に⽐べ⼩さいので影
響は⼩さい 不要

⑨ 炉⼼構成要素の先端部が
受ける流体⼒

流体抗⼒は⾃重の⾼々0.5％なので影響
は⼩さい 不要

①衝突 ①摩擦

⑤排除質量

①衝突

①衝突

①摩擦

①摩擦

⑥内部流⽔

④重⼒・浮⼒

⑤流路網
流体⼒

⑦ダッｼｭﾎﾟｯﾄ
効果

上部パッド部

中間パッド部

球⾯座部

エントランスノズル
上部及び下部
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６．炉⼼構成要素に作⽤する外⼒ 衝突部①〜⑥

摩擦荷重
（上下⽅向）

⽔平 上下

衝突荷重
（⽔平⽅向︓パッド⾯垂直）

X

Y j

k
kj ,

①②パッド部

接触箇所
・上部ｴﾝﾄﾗﾝｽﾉｽﾞﾙ
・下部ｴﾝﾄﾗﾝｽﾉｽﾞﾙ

衝突荷重
摩擦⼒

j

X

Y

ｴﾝﾄﾗﾝｽﾉｽﾞﾙ
衝突荷重

連結管

摩擦荷重
（上下⽅向）

衝突荷重
（⽔平⽅向︓衝突点から法線）

③④エントランスノズル部

衝突荷重
連結管受座法線⽅向

摩擦⼒
連結管受座接線⽅向

⑤⑥球⾯座

衝突部のモデル化

衝突

衝突減衰:c

反発係数に合わせて衝突剛性・
衝突減衰を設定。

衝突剛性:k

衝突荷重︓𝐹 ൌ 𝑘𝑥  𝑐𝑣
摩擦荷重︓𝐹 ൌ 𝜇𝐹

（衝突荷重が押付⼒）
𝜇︓摩擦係数
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7．炉⼼構成要素に作⽤する外⼒ ⑦流路網による流体⼒

流路網理論の仮定

・内部流体は⾮圧縮、⾮粘性の完全流体
・流体の上下⽅向の流れによる影響は⼩さ
い
・流路網間の隙間はどこも均等であり、微⼩
振動による流路網の隙間の変化は無視で
きる

オイラーの運動⽅程式が成り⽴つ

dt
dvp

L








1
︓液体密度
︓液体圧⼒
︓流速
︓流路における直⾓座標系

L
p
v
),( 




 


12
)||(

2

3

00

lpplpdf L
l

l
 

流路網間の相互作⽤

 





l

 821

2

8261 2
3 


  



 wlpppp

内部流体の圧⼒バランスの計算

  1

3

161 122



 




  wLw lppldpf
①

⑥

圧⼒変化による流体⼒ の算出

炉⼼構成要素

周囲のNa

1f

 

X 

Y 

② 

③ 
④ 

⑤ 

⑥ 
⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 

⑫ 

X1 

X2 X3 

X4 

X5 X6 

X7 

① 
12

3

4 5

6

7

8

9

10

11

12

𝑝|𝜉ൌ0 െ 𝑝|𝜉ൌ𝑙 ൌ
𝜌𝐿𝑙
𝛿ሜ
𝑄ሶ |𝜉ൌ0 െ

𝜌𝐿𝑙2

2𝛿ሜ
𝛿ሷ 
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8．炉⼼構成要素に作⽤する外⼒ ⑦流路網による流体⼒

炉⼼構成要素の⾼さ⽅向 各断⾯で流体⼒を計算

最外周のモデル化

最外層の炉⼼構成要素の周囲の圧⼒は、炉
⼼構成要素全体をひとつの円筒とみなしたとき
の圧⼒分布と等しくなると考える。
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R
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R
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i

i
iwiiiw x

ylyxr 122 tan,
4

3 

炉⼼槽

 

☆ 
iwf  

j  

i  

ijwP  

x  

y  
R1 

R2 

R2

R1

X

Y

fiw

炉⼼構成要素
外周円

炉⼼構成要素
外周円
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9. 炉⼼構成要素に作⽤する外⼒ 他の流体⼒⑧〜⑩

ダッシュポット

ダッシュポットによる
流体⼒

流路孔の流れにより差圧が発⽣し、
運動を妨げる⼒が発⽣する１）。

⑧ダッシュポットによる流体⼒ ⑩内部流⽔による流体⼒
⑨排除質量による
流体慣性⼒

0z

排除した冷却材質量の
慣性⼒が発⽣する２） 。

F=
︓炉⼼構成要素が排除

した⽔の質量
︓上下加振加速度

wm

0z

wm
0zm w 

︓圧損係数

︓冷却材の密度

︓流路の流速




 0
2

1 ZZA
Av G

 

1A
2A

内部流れ

内部流れによる上下差圧で上向
き流体⼒が⽣じる３） 。

⾼圧

低圧
F=Pd・A
Pd︓差圧
A︓E/N下端⾯積

１）もんじゅではこの流体⼒は発⽣しない ２）もんじゅでは炉⼼構成要素の20％ ３）もんじゅ（運転中）では重⼒の40％
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10．外⼒ベクトルまとめ

①
上部パッ
ドの衝突

②
中間パッ
ドの衝突

③
エントラ
ンスノズ
ル上部
の衝突

④
エントラ
ンスノズ
ル下部
の衝突

⑤
球⾯座
の衝突

⑥
球⾯座
の摩擦

⑦
流路網
流体⼒

⑧
ダッシュ
ポットの
差圧荷
重

⑨
排除質
量による
流体慣
性⼒

⑩
内部流
⽔による
荷重

質量

n次
モードの
⼀般⼒

n次
モードの
⼀般⼒

n次
モードの
⼀般⼒

n次
モードの
⼀般⼒

重⼼
における
⽔平
荷重

衝突
荷重

衝突
荷重

衝突
荷重
（地震
⼒）

衝突
荷重
（地震
⼒）

衝突
荷重
（地震
⼒）

摩擦
荷重

流体⼒
荷重

重⼼
における
回転モー
メント

衝突回
転モーメ
ント

衝突回
転モーメ
ント

衝突回
転モーメ
ント

衝突回
転モーメ
ント

衝突回
転モーメ
ント

摩擦回
転モーメ
ント

流体⼒
回転モー
メント

重⼼
における
鉛直
荷重

摩擦
荷重

摩擦
荷重

摩擦
荷重

摩擦
荷重

衝突
荷重
（地震
⼒）

摩擦
荷重

差圧によ
る荷重

流体
慣性⼒

内部
流⽔
による
荷重

炉⼼
構成
要素の
全質量

3次×2⽅向
6⾏

2⽅向

2⽅向

1⽅向

          FXKXCXM  
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11．衝突部の荷重の計算⽅法 上部パッド部の衝突の例

ステップ１︓衝突部の
絶対変位、速度

絶対変位＝モード変位
＋重⼼の変位・
回転変位

絶対速度＝モード速度
＋重⼼の速度・
回転速度

ステップ２︓衝突荷重

衝突荷重＝衝突ばね⼒＋
衝突減衰⼒

衝突ばね⼒＝衝突ばね剛性
＊相対変位

（相対変位の符号により衝突の有無を判断）

衝突減衰⼒＝衝突減衰定数
＊相対速度

（相対速度の符号により減衰⼒の⽅向を判断）

衝突摩擦⼒
＝摩擦係数＊衝突荷重

ステップ３︓外⼒

n次モードの⼀般⼒
＝固有モード
＊衝突荷重

回転モーメント
＝重⼼からの距離
＊衝突荷重

隣接パッド間の絶対変位、絶対速度
から相対変位、相対速度を算出

衝突荷重を
n次モードの⼀般⼒に変換
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12．流路網理論による流体荷重の計算⽅法

ステップ１︓各断⾯の
絶対変位、加速度

絶対変位＝モード変位
＋重⼼の変位・
回転変位

絶対加速度＝
モード加速度

＋重⼼の加速度・
回転加速度

ステップ２︓流体荷重

⾓部圧⼒を加速度から算出
この時、最外層の境界条件は
炉⼼全体を円筒と⾒做し設定

⾓部の圧⼒と隙間の相対加速度
各辺の流体荷重を算出

ステップ３︓外⼒

n次モードの⼀般⼒
＝固有モード
＊流体荷重

回転モーメント
＝重⼼からの距離
＊流体荷重

各断⾯の絶対加速度から流路網
理論を⽤いて各辺に作⽤する

流体荷重を算出

流体荷重を
n次モードの⼀般⼒に変換

 821
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8261 2
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 炉⼼群振動解析コード REVIAN-3Dでは、炉⼼構成要素の振動挙動を評価する⽅法と
して、モーダル解析を適⽤。これは運動⽅程式をモーダル座標系で解き、⾼次の振動モード
の影響を切り捨てる近似を⾏うことで、運動⽅程式の次数を制限し、対象とする⾃由度を減
らして計算を効率化することが⽬的。

考慮する振動モード

1次〜3次の弾性変形を考慮

炉⼼構成要素の固有周波数

燃料体（200℃）の固有周波数（4次まで）

13．3次モードまでの低次モードを考慮することの妥当性

 炉⼼構成要素の固有周波数は以下の通り。4次モード以降は周波数100Hzを超え (周期
にして0.01秒未満）、⼗分剛な領域となる周波数。

 炉⼼⽀持板の加速度応答スペクトルを⾒ても、変位量を議論するような振動現象において
は3次モードまでのモードを考慮しておけば⼗分と推察。

0

2500

5000

7500

10000

12500

15000

0.01 0.1 1 10

加
速
度
(
cm
/s
^2
)

周期(s)

燃料体の1次固有周期

燃料体の2次固有周期

燃料体の3次固有周期

応答スペクトル波

軽水炉参考波

h=0.03

炉⼼⽀持板の加速度応答スペクトル

EW⽅向

モード次数 固有周波数
（Hz）

1 3.54

2 17.97

3 53.11

4 171.99
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コメントNo.４に対する回答

コメント 実験ではX⽅向単独加振のみであり、衝撃⼒の計測もX⽅向しか測定されていない。X、Y同時加振の場合は挙動が複雑
になると思われるが、本評価⼿法は⼗分確認できるのか、説明すること。

回答

群振動挙動は、パッド部ギャップが累積し可動域（トータルギャップ）が増加することにより、衝突荷重、⽔平変位が増
⼤する。このため、最⻑列⽅向（X⽅向）への加振を主体に試験を⾏い、解析値と⽐較し解析コードの妥当性確認を
⾏っている。また、群体系のスイープ加振試験で加振⽅向を90°変えた加振（Y⽅向加振）も⾏い、炉⼼全体の応答挙
動（共振振動数と応答倍率）に差異がないことを確認している。また、実験では、X⽅向だけでなく、斜⾯間の衝突荷重
も測定し、解析値との⽐較も実施し、解析にてY⽅向の加振結果を模擬できることを確認している。

解析コードでは炉⼼構成要素モデルに、⽔平⽅向の弾性変形を考慮している。X⽅向加振試験、Y⽅向加振試験にお
いて、解析コードが実験結果を模擬できていれば、X⽅向、Y⽅向同時加振においても、解析コードは現象を理論的には模
擬できることになる。

なお、もんじゅの解析では、炉⼼⽀持板への⽔平⽅向の地震動⼊⼒はX⽅向、Y⽅向に同時⼊⼒しており、炉⼼構成
要素の6⾯に作⽤する衝突⼒、摩擦⼒、流体⼒等を考慮して評価を実施している。

コメント 跳び上がり量について、加振⽅向（X⽅向、X-Y⽅向）との関係を説明すること。

回答
跳び上がり量と⽔平応答の関係については、⽔平応答⇒エントランスノズル部等の摩擦⼲渉の発⽣⇒跳び上がり量の抑

制という関係にあり、⽔平応答が適切に評価されていれば加振⽅向に関わらず跳び上がり量の抑制効果を評価できる。
なお、本解析とは別の体系（通常運転時）の解析において、X⽅向単独加振と、X,Y⽅向の同時加振によって、最⼤

跳び上がり量に⼤きな違いがないことを確認している。
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 衝突荷重、⽔平変位は、パッド部ギャップが累積して可動域（トータルギャッ
プ）が増加することにより荷重、変位が増⼤する効果があり、これは最⻑列
で最⼤となる。このため、最⻑列⽅向（X⽅向）への加振を主体に試験、
測定を実施。

 X,Y⽅向の同時加振においても、荷重の発⽣/⽔平変位の発⽣は、最外周
部の炉⼼⽀持枠に炉⼼全体が押し付けられることで発⽣すると考えられる。
このため、トータルギャップが最⼤となる最⻑列⽅向による検証で、本評価⼿
法の妥当性は⼗分確認できている。

 合わせて、各試験体系では、加振⽅向を90°変化させた試験や、衝突荷
重の測定は、加振⽅向に直交する⾯だけではなく、六⾓形断⾯の隣接⾯に
も荷重計を配置し試験も実施。

 解析モデルには、X ,Y⽅向の運動⽅程式を考慮しており、本評価⼿法で
X,Y⽅向の同時加振の挙動評価は可能。

列体系試験結果

多数体系試験結果

X

313体群体系
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試験体番号

解析 試験
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15
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-800 -600 -400 -200 0 200 400 600 800

水
平

変
位

[m
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]

支持板中央からの距離 [mm]

試験 解析

⽔平変位計測

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32

試験体番号列32体系

水平変位計測

32体列体系

変位(両振幅)は
中央が⼤きく、両
端で⼩さくなる。

実規模列数による体数増加の影響

炉⼼構成要素が⼀⽅向に⽚寄ることで
パッド間ギャップが詰まり可動域が広がる

１．試験及び解析における確認
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２．列体系試験による衝突荷重の分布状況

実測 解析

端部ほど衝突荷重が⼤きくなる

流⽔中

X

Z

連結管位置： 1 2 3 ・・・・・・・・・・・・ ・ ・・・・・・・・30 31 32

パッド荷重

⽔平地震波

上下地震波
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３．スイープ加振試験における共振の確認（37体群体系試験）
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X⽅向とY⽅向の加振における共振
振動数、応答倍率ともに差は⼩さい。

⽔平加振25Gal （X⽅向・Y⽅向）

中央列の試験体

X⽅向

Y⽅向

中央列の試験体

(c) ⽔中Y⽅向
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(a) 気中 X⽅向

約9

3.4Hz

・⽔中における共振振動数が35％程度低下
・流路網流体付加質量の影響を確認



5

NS⽅向 EW⽅向 上下⽅向
ケース1 1倍 1倍 1倍
ケース2 √2倍* 加振無し 1倍
ケース3 加振無し √2倍* 1倍

NS⽅向

EW⽅向

試解析ケース（通常運転時） 加振波形

解析結果

４．解析による加振⽅向の跳び上がりへの影響確認

*ケース1と加振レベルを合わせるために√2倍にしている

炉⼼構成要素
最⼤跳び上がり量［mm］

ケース1 ケース2 ケース3
炉⼼燃料集合体 14.6 14.0 14.8
中性⼦遮へい体 18.6 16.0 17.2
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コメントNo.５に対する回答

コメント
上下変位応答の検証にあたり、実⼨⼤試験体系と37体群体系で⽔中と気中の跳び上がり量の傾向が逆転していることの
理由を説明すること。

回答

実⼨⼤試験においては、⽔平加振により⼤きな衝突荷重が発⽣し、跳び上がり量が抑制される効果を確認するため、
鉛直⽅向の⼊⼒レベルを同⼀とした試験を実施した。その結果、⽔平加振により跳び上がり量を抑制できること、および流
⽔の影響で跳び上がり量が増加することを確認し、解析でもこれらを概ね再現できること（衝突モデルの妥当性）を確認し
た。
37体群体系試験においては、単体試験にて⽔平加振により跳び上がり量の抑制効果を確認したうえで、気中/⽔中/

流⽔中において有意な試験データを取得するため、鉛直単独試験時と、鉛直＋⽔平加振時の鉛直⽅向の加振レベルを
変えて試験を⾏った。試験条件を⼗分説明していなかったため、コメントにある疑義の発⽣を招いたものと推察する。
【単純なモデルによる跳び上がり量に係る定性的な説明】

気中と静⽌⽔中で試験体を同⼀速度で上⽅に投げ上げた場合、到達⾼さは⽔の浮⼒を考えると、気中よりも⽔中の
⽅が⾼く上がる。⼀⽅、同⼀⾼さから落下した場合の⽀持板への衝突速度は、⽔中よりも気中の⽅が速くなる。⽔が下
から上に流れている流⽔中では、試験体は下から上向きに⼒を受ける。このため、静⽌⽔中と流⽔中では、初速の投げ
上げ速度が同じであれば、試験体の到達⾼さは流⽔中の⽅が⾼くなる。気中と流⽔中を⽐較すると、状況は少し複雑
になり、試験体が⽔中を運動する際に受ける抵抗よりも、流れから受ける流体⼒の⽅が⼤きい場合、流⽔中の⽅が気中
よりも⾼く上がる。試験体の跳び上がり⾼さは、定性的には上記のような関係にある。
群振動解析コードとしては、⽔中と流⽔中の関係（内部流⽔の効果）が再現できることが重要である。

【37体群体系試験での跳び上がり量に関する確認事項】
鉛直単独加振時よりも⽔平＋鉛直同時加振時の⽅が鉛直⽅向の⼊⼒レベルが約1.4倍⼤きいことを考慮すると、
• 実⼨試験で確認された⽔平加振の影響で跳び上がり量が抑制される効果と⽭盾しない
また、
• 気中と⽔中を⽐較すると気中の⽅が若⼲跳び上がり量が⼤きい
• ⽔中と流⽔中を⽐較すると流⽔中の⽅が跳び上がり量は⼤きい
ことがわかる。実験で得られたこれらの気中/⽔中/流⽔中における跳び上がり挙動の傾向を、鉛直⽅向の荷重バランスを
考慮することで、解析コードはよく模擬できている。



 10⽉17⽇の監視チーム会合の資料2-2-1において⽰した「上下変位応答(跳び
上がり挙動)の検証」にて実施した試験の条件は、実⼨単体試験（図4.20）に
おいては、鉛直/鉛直＋⽔平の試験での鉛直加振レベルは同じで、右記のグラフで
直接鉛直加振による跳び上がり量抑制効果を⽐較できる（衝突モデルの妥当性
確認）。

詳細は、次項に解説
 「気中」と「(静⽌)⽔中」において、跳び上がり現象に影響する関係を整理すると

①同じ初速で跳び上がった場合 ⇒ 跳び上がり量︓気中＜⽔中
（⽔の浮⼒と排除質量を考慮し、先端部の流体抗⼒を無視）
②同じ⾼さから落下した場合の衝突速度 ⇒ 気中＞⽔中
③反発係数の相違 ⇒ 気中＞⽔中

 気中/⽔中/流⽔中における環境の相違で跳び上がり量の⼤⼩関係が決まる。
 「流⽔中」では、炉⼼構成要素を押し上げる⼒が⼤きくなり、跳び上がり量が
「⽔中」より⼤きくなる。

 縮尺群体系試験（図4.26）においては、鉛直単独加振時よりも⽔平＋鉛直同
時加振時の⽅が鉛直⽅向の⼊⼒レベルが約1.4倍⼤きいこと（表4.5）を考慮
すると、
• 実⼨試験で確認された⽔平加振の影響で跳び上がり量が抑制される効果と⽭
盾しない

• 気中と⽔中を⽐較すると気中の⽅が若⼲跳び上がり量が⼤きい
• ⽔中と流⽔中を⽐較すると流⽔中の⽅が跳び上がり量は⼤きい

5-2

実⼨単体試験体系における最⼤跳び上がり量

１．各種環境下（気中、⽔中、流⽔中）での跳び上がり量

試験と解析を⽐較すると、解析は、「気中」、「⽔中」、
「流⽔中」の環境の違いによる差をよく模擬している。

1/1.5縮尺37体群体系における最⼤跳び上がり量

鉛直⼊⼒レベル 10.4m/s2 鉛直⼊⼒レベル 14.7m/s2
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流体中の運動⽅程式は、下向き⽅向を－にとれば、

𝑚 𝑚ᇱ 𝑑
ଶ𝑦
𝑑𝑡ଶ ൌ െ 𝑚 െ ρ𝑉 𝑔  𝐹                                                                                                                                   ሺ1ሻ

m：試験体の質量 m’：排除質量＋ラッパ管内の流体質量 y：位置 t：時間 ρ：流体の密度 V：試験体の容積 FD：流体⼒
静⽌⽔中では上向きの流れによる流体⼒はゼロとしている。また、試験体先端の流体抗⼒も⼩さいことから無視しているのでFD＝0。
従って(1)式は

𝑚 𝑚ᇱ 𝑑
ଶ𝑦
𝑑𝑡ଶ ൌ െ 𝑚 െ ρ𝑉 𝑔                                                                                                                                  ሺ2ሻ

(2)式を整理すると
𝑑ଶ𝑦
𝑑𝑡ଶ ൌ െ

𝑚 െ ρ𝑉
𝑚  𝑚ᇱ 𝑔 ൌ െ𝐾𝑔          ここで          𝐾 ൌ

𝑚 െ ρ𝑉
𝑚 𝑚ᇱ                                                                                ሺ3ሻ

𝑑𝑦
𝑑𝑡 ൌ 𝑣 𝑡 ൌ െ𝐾𝑔𝑡  𝑣            𝑦 𝑡 ൌ െ𝐾

1
2𝑔𝑡

ଶ  𝑣𝑡  ℎ      ここで         𝑣 0 ൌ 𝑣       𝑦 0 ൌ ℎ          ሺ4ሻ

(3)式(4)式は、 Kを１とすれば気中における⾃由落下の式。 (4)式から、⽀持板を初速v0で跳び上がった試験体が落下し、⽀持板に
落下してくる速度はv0。また、跳び上がり⾼さh1はv02/2Kgとなる。気中で跳び上がった場合の跳び上がり⾼さv02/2gの1/K倍となる。 K
が1未満であることを考えれば、⽔中の⽅が気中より⾼くまで跳び上がる。
⼀⽅、初速ゼロで⾼さh0からの落下を考えた場合、 (4)式から⽀持板への衝突速度v1は 2𝐾𝑔ℎとなる。気中からの落下時の衝突

速度 2𝑔ℎの 𝐾倍となることから、⽔中落下の⽅が気中落下に⽐べ衝突速度は⼩さくなる。

衝突後の跳ね返り速度は、衝突した時の⽀持板の速度に依存するが、⽀持板が静⽌していると仮定した場合、気中における反発
係数が⼤きいため、跳ね返り後の速度は気中の⽅が⽔中よりも⼤きくなる。
試験体の跳び上がりは、跳び上がりと落下、衝突を繰り返すことによって、跳び上がり量が⼤きくなる現象。気中と静⽌⽔中とを⽐較

した場合は、静⽌⽔中よりも気中の⽅が跳び上がり量が⼤きい傾向を⽰す。
流⽔中の場合、(1)式中の流体⼒FDが⼀定以上⼤きくなると、気中よりも流⽔中の⽅が跳び上がり量が⼤きくなる。

２．気中、⽔中における鉛直⽅向の試験体の運動
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コメントNo.７に対する回答

コメント
各実験装置の試験体はJSFRにおける燃料要素を模擬しているため、この⼿法をもんじゅ体系に適⽤するにあたり、炉⼼構
成要素の種類、振動特性や物性等に関する相違をどのように考慮したのか説明すること。また、評価⼿法に組み込まれて
いる物性値は試験体に基づく実測値が含まれるが、もんじゅへの適⽤にあたり同じ項⽬の測定データを取得したのか、説明
すること。

回答
解析コードの開発では、試験体系に合わせ解析コードに組み込まれている数式の定数（物性値に係るパラメータ）を設
定している。従って、もんじゅ体系の評価では、もんじゅの燃料体に合わせて定数を変えている。燃料体の⼨法、重量等は
試験体系ともんじゅ体系では異なる。当然⼨法が異なれば、燃料体の剛性も異なってくる。また、もんじゅの燃料体で試験
により確認されている値はその値を⽤いた。減衰定数は、既認可の燃料体の耐震計算の際に⽤いた数値を⽤いた。
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項⽬ 対象部位 もんじゅ 群振動試験

⼨法 - もんじゅ体系の値 各試験体の値

炉⼼構成要素の
減衰⽐ - 設⼯認時解析の値 スイープ加振試験から設定

炉⼼構成要素の
気中/液中質量 - もんじゅ体系の値 各試験体の値

衝突ばね剛性
減衰定数 上部パッド間、中間パッド間 設⼯認時解析の値を使⽤

（落錘試験等にて取得） 落下試験にて取得

衝突ばね定数
減衰定数 球⾯座 もんじゅ燃料体を模擬した

落下試験にて取得 落下試験にて取得

摩擦係数 上部パッド間、中間パッド間 設⼯認時要素試験の値
（Na中摩擦試験） ⼀般的な⾦属の値

摩擦係数 エントランスノズル上部、下部 設⼯認時要素試験の値
（Na中摩擦試験）

落下試験や振動試験時の挙動
と荷重の関係から設定

１．炉⼼群振動解析に⽤いた物性値等の⽐較

 解析に適⽤する物性値等は、評価対象の体系に即した値を適⽤。

表 もんじゅ体系及び試験体系で⽤いた物性値等の⽐較
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コメントNo.16に対する回答

コメント 解析で試験を概ね再現ができたとしているが、その考え方を説明すること

回答

3次元炉心群振動解析コードREVIAN-3Dの開発は、
・群振動挙動への主要な影響因子を特定
・その影響を確認できる体系の試験を実施し、試験データを取得
・解析コードで、影響因子の効果を確認

というステップを踏みながら進めてきた。
具体的には、試験は４つの体系：①単体、②37体群体系、③18体及び32体列体系、④127体及び313体多数

体系で試験を実施した。
試験で得られた群振動挙動の特徴のうち、代表的事例として
①試験：垂直加振に水平加振が加わると跳び上がり量が低減する効果（P2）
②試験：流路網の流体力により衝突荷重が低減する効果（P3）
③試験：内部流水により跳び上がり量が増加する効果（P4)
④試験：最外周付近で水平方向の衝突荷重が増大する列配置の効果（P5）
等を確認し、主たる影響因子の影響程度を確認した。
解析の跳び上がり量や衝突荷重の計算値と試験結果値の比較は、群振動挙動がバラツキの大きい現象であることを踏
まえると、単純に数値の大小関係だけを比較して解析の妥当性を判断することには限界がある。そこで、試験で確認された
群振動挙動の特徴を、時刻歴挙動の定性的比較（波形の特徴比較）、解析値の統計量（最大値/RMS値等）の
比較を実施し、それらの比較検討結果を総合的に判断して、解析は試験を概ね再現できていると判断した。
なお、解析の精度の観点から、試験結果全体を俯瞰すると、
 最大跳び上がり量に関しては、±20～30％程度の精度で評価。
 最大衝突荷重に関しては、0～＋60％程度（保守側※）の精度で評価。

※：解析モデルでは、燃料体の鉛直軸（Z軸）廻りの回転を考えていない。この結果、解析モデル上では燃料体同士の衝突が
パッド部の面同士の衝突となり、解析により算出された衝突荷重は実際の衝突現象に比べ大きな値となる。
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事例①．水平加振による跳び上がり量の低減効果

試験

解析

試験

解析

• 水平加振の重畳により、跳び上がり量最大値は50％程度低減。解析でも同様に50％程度低
減しており、水平加振の効果を解析でも再現できたと判断（時刻歴による確認）

• 本試験の場合、最大跳び上がり量は、20％程度小さく評価

鉛直のみ加振 鉛直＋水平加振

最大値50％程度低減

単体 正弦波試験
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事例②．流路網流体力による衝突荷重の低減効果
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水中

• 流路網流体力により、気中に比べ水中での衝突荷重の最大値は85％程度低減。解析でも同
様に85％程度低減しており、流路網流体力の効果を解析で再現できたと判断（最大値分布に
よる確認）

• 本試験の場合、衝突荷重を30％程度大きめ（保守側）に評価

試験 解析

37体群体系 正弦波試験

最大値分布 85％程度低減 最大値分布 85％程度低減
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• 内部流水による流体力により、水中に比べ流水中での跳び上がり量の最大値は50％程度増加。解
析でも同様に50％程度増加しており、再現できたと判断（最大値による確認）

• 本試験の場合、最大跳び上がり量を±10％程度の範囲で評価

事例③．内部流水による跳び上がり量の増加効果

最大値 50％程度増加

37体群体系 正弦波試験
最
大
跳
び
上
が
り
量

m
m

水中試験での最大跳び上がり量の分布

流水中試験での最大跳び上がり量の分布
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試験 解析

• 端部においては、中心部に比べ衝突荷重の最大値は40％程度増加。解析でも同様
に40％程度増加しており、再現したと判断（最大値による確認）

• 本試験の場合、衝突荷重を15％程度大きめに評価

水平地震波 上下地震波

事例④．最外周付近で水平方向の衝突荷重が増大する列配置の効果

最大値の分布 端部は中央に比べ40％程度増加

32体列体系 地震波試験

中心部端部中心部端部
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「再現」できたとする考え方の整理

解析で試験を再現できたと判断する場合の考え方

• 群振動挙動は影響因子が多く、また衝突の前後で燃料体の挙動が大きく変化する

現象。燃料体挙動に与える個別の影響因子を定量的に評価することには限界があ

る。

• 群振動試験では、定性的な挙動の「再現性」に着目し、影響因子の定性的な効果

と影響の度合いを定量的に確認しながら進める。

• 影響因子の効果確認のための試験は、その効果が顕著に現れる（予測される）体

系を用いて試験を実施。

• 「再現」できたとする判断材料（試験データ）は時刻歴波形、最大値、最大値の分

布などであり、これらを解析値と比較することで総合的に「再現性」を判断。
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ばらつきを有する群振動挙動評価に対する解析精度の整理

ばらつきの大きい現象の中での、解析精度を整理すると

• ４種類の試験体系（①単体、②37体群体系、③18体及び32体列体系、④127

体及び313体多数体系）で群振動試験を実施し、コードの妥当性を検証するデー

タを取得。

• 開発した解析手法によりノミナル評価（各種の不確かさを未考慮）を行い、最大値

を評価値と選定することで、ばらつきの大きい現象を統計論的には一定の信頼度を

もった評価が可能。

• 解析の精度の観点から、試験結果全体を俯瞰すると

 跳び上がり量に関しては、±20～30％程度の精度で評価。

 衝突荷重に関しては、０～＋60％程度の精度で評価。

• 衝突荷重の評価値が大きめ（保守側）となるのは、常に面同士が面の中心で衝突

する（軸方向の回転自由度を拘束）とした仮定に起因するものと推定。
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気中
解析最大値 25mm
試験最大値 30mm
精度 0.83試験

試験

解析

解析

流水中
解析最大値 30mm
試験最大値 32mm
精度 0.94
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80

解析精度の整理 跳び上がり量 単体試験

加振条件
正弦波
水平 3.9m/sec2 

鉛直 19.6m/sec2 

気中

流水中

上下相対変位（解析）

上下相対変位（試験）

時間[s]

13 18 23

時間[s]

13 18 23

時間[s]

13 18 23

時間[s]

13 18 23

上下相対変位（解析）

上下相対変位（試験）
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気中
解析最大値 22mm
試験最大値 22mm
精度 1.00

試験解析

位置
1 4

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

位置
5 9

位置
10 15

位置

16 22

解析精度の整理 跳び上がり量 37体群体系（気中）

加振条件
正弦波加振
水平 3.9m/sec2

鉛直 14.7m/sec2

1 2

：変位計測位置

3 4

5 6 7 8 9

10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 2221

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

位置
1 4

位置
5 9

位置
10 15

位置

16 22

気中
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水中
解析最大値 23mm
試験最大値 20mm
精度 1.15

試験解析

位置
1 4

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

位置
5 9

位置
10 15

位置

16 22

解析精度の整理 跳び上がり量 37体群体系（水中）

1 2

：変位計測位置

3 4

5 6 7 8 9

10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 2221跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

位置
1 4

位置
5 9

位置
10 15

位置

16 22

加振条件
正弦波加振
水平 3.9m/sec2

鉛直 14.7m/sec2

水中
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流水中
解析最大値 39mm
試験最大値 29mm
精度 1.34

試験解析

位置
1 4

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

位置
5 9

位置
10 15

位置

16 22

解析精度の整理 跳び上がり量 37体群体系（流水中）

1 2

：変位計測位置

3 4

5 6 7 8 9

10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 2221

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

跳
び
上
が
り
量

m
m

0

50

位置
1 4

位置
5 9

位置
10 15

位置

16 22

流水中
加振条件
正弦波加振
水平 3.9m/sec2

鉛直 14.7m/sec2
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気中
解析最大値 96kN
試験最大値 66kN
精度 1.41

試験解析

1
2

：荷重計測
位置

3 4 5 6 7 8

9 10 11 12 13

14 15 16 17

18 19 20

荷重の発生位置
1 8

衝
突
荷
重

k
N

0

10
0

衝
突
荷
重

k
N

0

10
0

衝
突
荷
重

k
N

0

10
0

衝
突
荷
重

k
N

0

10
0

荷重の発生位置
9 13

荷重の発生位置

14 17

荷重の発生位置

18 20

荷重の発生位置
1 8

荷重の発生位置
9 13

荷重の発生位置
14 17

衝
突
荷
重

k
N

0

80

衝
突
荷
重

k
N

0

80

荷重の発生位置

18 20

衝
突
荷
重

k
N

0

80

解析精度の整理 衝突荷重 37体群体系（気中）

衝
突
荷
重

k
N

80

0

気中
加振条件
正弦波加振
水平 3.9m/sec2

鉛直 14.7m/sec2
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水中
解析最大値 37kN
試験最大値 15kN
精度 2.47

試験解析

1
2

：荷重計測
位置

3 4 5 6 7 8

9 10 11 12 13

14 15 16 17

18 19 20

荷重の発生位置
1 8

衝
突
荷
重

kN

0

80

衝
突
荷
重

k
N

0

80

衝
突
荷
重

k
N

0

80

衝
突
荷
重

k
N

0

80

荷重の発生位置
9 13

荷重の発生位置

14 17

荷重の発生位置

18 20

荷重の発生位置

1 8

荷重の発生位置
9 13

荷重の発生位置

14 17

衝
突
荷
重

k
N

0

80

衝
突
荷
重

k
N

0

80

荷重の発生位置

18 20

衝
突
荷
重

k
N

0

80

解析精度の整理 衝突荷重 37体群体系（水中）

衝
突
荷
重

kN

80

0

加振条件
正弦波加振
水平 3.9m/sec2

鉛直 14.7m/sec2

水中

＊衝突荷重の試験最大値が小さいケース
では、比率による精度比較は難しい
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水中
解析最大値 71kN
試験最大値 43kN
精度 1.64

試験解析

1
2

：荷重計測
位置

3 4 5 6 7 8

9 10 11 12 13

14 15 16 17

18 19 20

衝
突
荷
重

k
N

0

80

衝
突
荷
重

k
N

0

80

衝
突
荷
重

k
N

0

80

荷重の発生位置
9 13

荷重の発生位置

14 17

荷重の発生位置

18 20

荷重の発生位置

1 8

荷重の発生位置
9 13

荷重の発生位置

14 17

衝
突
荷
重

k
N

0

80

衝
突
荷
重

k
N

0

80

荷重の発生位置

18 20

衝
突
荷
重

k
N

0

80

解析精度の整理 衝突荷重 37体群体系（水中）

衝
突
荷
重

kN

80

0

加振条件
正弦波加振
水平 8.0m/sec2

鉛直 14.7m/sec2

水中

＊水平荷重を大きくし、衝突荷重の試験値
を大きくすると、荷重の分布が近づく
（比率計算が有意になる）

荷重の発生位置
1 8

衝
突
荷
重

k
N

0

80
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流水中
解析最大値 29kN
試験最大値 10kN
精度 2.90

試験解析

1
2

：荷重計測
位置

3 4 5 6 7 8

9 10 11 12 13

14 15 16 17

18 19 20

荷重の発生位置
1 8

衝
突
荷
重

kN

0

80

衝
突
荷
重

k
N

0

80

衝
突
荷
重

k
N

0

80

衝
突
荷
重

k
N

0

80

荷重の発生位置
9 13

荷重の発生位置

14 17

荷重の発生位置

18 20

荷重の発生位置

1 8

荷重の発生位置
9 13

荷重の発生位置

14 17

衝
突
荷
重

k
N

0

80

衝
突
荷
重

k
N

0

80

荷重の発生位置

18 20

衝
突
荷
重

k
N

0

80

解析精度の整理 衝突荷重 37体群体系（流水中）

衝
突
荷
重

kN

80

0

＊衝突荷重の試験最大値が小さいケース
では、比率による精度比較は難しい

加振条件
正弦波加振
水平 3.9m/sec2

鉛直 14.7m/sec2

流水中
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解析精度の整理 衝突荷重 37体群体系（気中）

気中
解析最大値 80kN
試験最大値 51kN
精度 1.57

試験解析

1
2

：荷重計測
位置

3 4 5 6 7 8

9 10 11 12 13

14 15 16 17

18 19 20

荷重の発生位置
1 8

衝
突
荷
重

kN

0

80

衝
突
荷
重

k
N

0

80

衝
突
荷
重

k
N

0

80

衝
突
荷
重

k
N

0

80

衝
突
荷
重

kN

0

80

荷重の発生位置
9 13

荷重の発生位置

14 17

荷重の発生位置

18 20

荷重の発生位置
1 8

荷重の発生位置
9 13

荷重の発生位置

14 17

衝
突
荷
重

k
N

0

80

衝
突
荷
重

k
N

0

80

荷重の発生位置

18 20

衝
突
荷
重

k
N

0

80

気中

加振条件
模擬地震波
水平 100％ 単独加振
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解析精度の整理 衝突荷重 32体列体系

気中
解析最大値 133kN
試験最大値 133kN
精度 1.00

解析

試験

衝
突
荷
重

kN

0

160

衝
突
荷
重

k
N

0

160

衝
突
荷
重

k
N

0

160

衝
突
荷
重

kN

0

160

衝
突
荷
重

k
N

0

160

荷重の発生位置
端部 中心

荷重の発生位置
端部 中心

荷重の発生位置
端部 中心

衝
突
荷
重

k
N

0

160

荷重の発生位置
端部 中心

荷重の発生位置
端部 中心

荷重の発生位置
端部 中心

気中

水中

流水中

水中
解析最大値 118kN
試験最大値 108kN
精度 1.09

流水中
解析最大値 123kN
試験最大値 102kN
精度 1.21

試験

試験

解析

解析

加振条件
正弦波加振
水平 3.9m/sec2 鉛直 15.0m/sec2
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コメントNo.21に対する回答

質問 炉⼼⽀持板の変位はどの程度となるのか説明すること。

回答

燃料体の跳び上がり評価に⽤いた炉⼼⽀持板の鉛直⽅向の加速度時刻歴波を、2回積分すれば炉⼼⽀持板の鉛
直⽅向の変位が求まる。ただし、建物も鉛直⽅向に揺れていることから、基準位置を設定する必要がある。原⼦炉容
器の鉛直⽅向の振動は、ペデスタル部から原⼦炉容器側に伝わることから、ペデスタル部を基準に、炉⼼⽀持板の鉛
直変位を算定する。
ペデスタル部の鉛直変位と炉⼼⽀持板の鉛直変位の差から炉⼼⽀持板の鉛直⽅向の変位量（ペデスタル部に対
する炉⼼⽀持板の相対変位）を評価すると、最⼤4.2㎜となる。炉⼼⽀持板はこの程度、鉛直⽅向に変位しているも
のと推定される。
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１．原⼦炉構造応答解析（鉛直⽅向）

鉛直⽅向の応答解析モデル
 耐震バックチェックで⽤いた通常運転時の解析
モデルに準ずる。流体も含めたモデル化により構
造－流体間の連成振動を考慮。軸対称モデ
ルとし、構造はシェル要素、ナトリウムは流体要
素でモデル化。

 本評価において廃⽌措置段階及び部分装荷
状態を考慮した結果、既往評価と異なる条件
は以下の通り。

 構造材の温度︓
R/V及びG/V本体︓200℃
R/V及びG/Vフランジ︓40℃
下部⽀持構造︓110℃
これに伴い物性値も上記温度に対応

 Na温度︓200℃
これに伴い物性値も上記温度に対応

 付加質量︓Na重量に関しては温度変化分を
考慮

 ⼊⼒︓□部に⼊⼒
 解析コード︓ FINAS（時刻歴応答解析）

原⼦炉構造地震応答解析モデル
（鉛直⽅向）

基礎版

炉⼼⽀持板



最大加速度値

NS方向

最大加速度値

EW方向

最大加速度値

UD方向

-1691 cm/s/s

1590 cm/s/s

-3090 cm/s/s

-1691 cm/s/s
-2000
-1500
-1000
-500

0
500

1000
1500
2000

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

加
速

度
（
c
m

/
s/

s）

時間（sec）

-3090 cm/s/s
-4000
-3000
-2000
-1000

0
1000
2000
3000
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

加
速

度
（
c
m

/
s/
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時間（sec）

1590 cm/s/s

-2000
-1500
-1000
-500

0
500

1000
1500
2000

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

加
速

度
（
c
m

/
s/

s）

時間（sec）

最大加速度値

NS方向

最大加速度値

EW方向

最大加速度値

UD方向

1812 cm/s/s

-2057 cm/s/s

1822 cm/s/s

1812 cm/s/s

-2000
-1500
-1000
-500

0
500

1000
1500
2000

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

加
速

度
（
c
m

/
s/

s）

時間（sec）

1822 cm/s/s

-2000
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0
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加
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度
（
c
m

/
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時間（sec）

-2057 cm/s/s
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-1000
-500

0
500

1000
1500
2000
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加
速

度
（
c
m

/
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時間（sec）

２．炉⼼⽀持板の加速度時刻歴応答

炉⼼⽀持板の加速度応答時刻歴波形

「応答スペクトルに基づく地震動評価」により策定した地震動による
炉⼼⽀持板の加速度応答時刻歴波形

21-3

軽⽔炉の基準地震動レベルを参考に策定した地震動による
炉⼼⽀持板の加速度応答時刻歴波形



最大相対変位

軽水炉参考波入力時

2.5 mm

2.5 mm

-5

-2.5

0

2.5

5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

相
対

変
位

（
m

m
）

時間（sec）

21-4

炉⼼⽀持板の鉛直⽅向の相対変位応答
 原⼦炉構造応答解析（鉛直⽅向）により出⼒された炉⼼⽀持板中央部の鉛直⽅向の応答加速度時刻歴波形を2回積分して
炉⼼⽀持板の時刻歴変位を求める。

 次に、原⼦炉構造応答解析における⼊⼒位置である、原⼦炉構造搭載部（ペデスタル部）の応答加速度時刻歴波を2回積分
し、ペデスタル部の時刻歴変位を求める。

 上記の差が、原⼦炉容器内における炉⼼⽀持板の鉛直⽅向の変位（ペデスタル部に対する炉⼼⽀持板の相対変位）となる。

炉⼼⽀持板

炉⼼⽀持板
中央部

⼊⼒位置
（ペデスタル部）

最大相対変位

応答スペクトル波（Ss-D）入力時

4.2 mm

4.2 mm

-5

-2.5

0

2.5

5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
相

対
変

位
（
m

m
）

時間（sec）

「応答スペクトルに基づく地震動評価」により策定した地震動による
炉⼼⽀持板中央部の相対変位応答波形

３．炉⼼⽀持板の鉛直⽅向相対変位応答

軽⽔炉の基準地震動レベルを参考に策定した地震動による
炉⼼⽀持板中央部の相対変位応答波形
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質問 本解析⼿法の限界（適⽤できる範囲）について説明すること。また、本解析⼿法を汎⽤的に使⽤する際の課題は何
か説明すること。

回答

解析⼿法の限界（適⽤範囲）について
炉⼼群振動は、多数体の複数個所による衝突・ガタなどの⾮線形性を多く含む現象のため、個々の集合体の時刻歴挙動を完全に再
現することは限界がある。⼀⽅で、評価の対象となる跳び上がり量、衝突荷重の発⽣頻度や最⼤値については、ある⼀定の精度*でもって
評価が可能であることを確認している。
(＊:跳び上がり量最⼤値は±20%〜30%程度の誤差、衝突荷重最⼤値は安全側に評価）
本解析⼿法は、FBR炉⼼体系（六⾓配列）を前提としている。また、炉⼼構成要素のビームモデル、バネ要素を弾性要素で模擬して

いる。そのため、炉⼼構成要素や衝突部が弾性的な挙動を⽰す範囲が解析の適⽤範囲となる。
さらに、跳び上がりが⼤きくなると、パッド部など⽔平⽅向の⽀持条件（パッド部ギャップによる可動域）が変化し、⽔平⽅向の挙動に影

響を与える。本解析⼿法は、このパッド外れが⽣じた状態も評価を可能としており、振動試験による検証も実施している。ただし、⼤多数の
炉⼼構成要素がパッド外れを⽣じるような条件（⽀持板からエントランスノズルが抜けてしまうような条件）では、振動試験による検証も困
難であり、その妥当性は検証できていないため、解析の適⽤範囲から外れる。

解析の課題について(設計ツールとして汎⽤的に使⽤する上での課題)
パッドを外れない程度、もしくは、⼀部の炉⼼構成要素がパッド外れを⽣じる程度の跳び上がり量（〜数⼗mm）、及び、炉⼼構成要
素が弾性的な挙動を⽰す範囲での⽔平変位、衝突荷重を算出するような条件において、炉⼼群振動解析⼿法に現時点で把握している
技術的な課題はほぼ解決済みである。
しかし、本⼿法を設計ツールとして汎⽤的に使⽤する上では、以下の課題が残る。
炉⼼群振動解析による評価値には、跳び上がり量、パッド部衝突荷重、制御棒案内管頂部変位などがある。解析パラメータには、衝突
パラメータ（衝突剛性、減衰）、嵌合部ギャップ、流体⼒、摩擦係数、物性値など多くのパラメータがあるが、評価値ごとにパラメータが保
守的となる⽅向は異なる。
よって、解析を⾏うに当たっては、評価の⽬的に合わせて適切な保守性を確保するためのパラメータの設定が必要となる。これには、各パラ
メータがもつ影響度合い（感度）を確認するための感度解析を実施し、保守側（安全側）の解析結果が得られるよう、安全余裕などを
考慮した適切なパラメータの組み合わせを設定する必要がある。今後は、感度解析を実施し、評価⽬的に応じた保守性を確保するパラ
メータ設定を明らかにすることが課題と考えている。

コメントNo.22に対する回答
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1300ton
64000ton

10 99

ton %

1 7.89 55159 86.2

2 11.3 13 0.0

3 12.8 2 0.0

4 19.6 6276 9.8

5 24.1 69 0.1

6 26.8 24 0.0

7 27.1 1244 1.9

8 32.5 108 0.2

9 34.8 195 0.3

10 35.4 61 0.1

ton %

1 13.4 24 2.6
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3 15.2 495 52.9

4 24.7 0 0.0

5 34.9 57 6.1

6 40.6 4 0.4

7 47.5 25 2.7

8 52.9 15 1.6

9 55.9 0 0.0

10 56.8 0 0.0
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